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1．研究目的・背景 
 本研究では、政府情報の公開において、プライバシー保護を趣旨として不開示となる条
件、特にプライバシー侵害の可能性の解釈について、米国と日本における相違点を明らか
にすることによって、日本の制度運用における解釈をより明確にすることへの貢献を目的
とする。 
 
1-1 プライバシー侵害可能性の解釈に関する運用への示唆 
日本では、政府情報の公開は、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（以下、「情
報公開法」とする。）にもとづき、国民からの請求に応じて行われる。請求された情報は、
公開する場合に問題が生じる情報である「不開示情報」を除いたうえで開示される。この
不開示情報の中には、プライバシー保護のため、「個人に関する情報」（第 5 条一号）も含
まれる。「個人に関する情報」を判断するうえでは、「特定の個人を識別することができる」
こと、すなわち、氏名や住所など、個人識別性のある部分を含む情報であるかかが判断要
素となる（第 5 条一号前段）。 
一方で、個人識別性のある部分を元々含まない情報であっても「公にすることにより、
なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」であれば、開示されない（第 5 条一号後
段）。また、個人に関する情報であっても、個人識別性のある部分を除くことにより「公に
しても、個人の権利利益が害されるおそれがない」場合には、開示することができる（第 6
条 2 項）が、それ以外の部分は開示されない。 
このように、日本の制度では個人識別性のある部分を含むかだけでなく、個人の権利利
益を害するおそれがあるかについても、個人に関する情報の開示を判断するうえでの重要
な要素となる。しかしながら、どのような情報を開示した場合に個人の権利利益を害する
おそれがあるかについては、法律や裁判例による明確な基準が存在せず、行政機関などに
よる解釈に任されている状況といえる。たとえば、法律施行にかかわった総務省行政管理
局の解釈では、反省文やカルテなど「個人の人格と密接に関連する」ものが挙げられる1。
また、各省庁の審査基準の中には、思想や宗教、犯罪歴など、いわゆる機微情報（センシ
ティブ情報）2にあたる情報についても保護するものがある3。ただ、このような機微情報以
                                                  
1 総務省行政管理局編『詳解情報公開法』（財務省印刷局、2001）87-89 頁。 
2 日本工業規格 JIS Q 15001:2006 は、機微な個人情報の定義として、(a)思想、信条、宗教
に関する事項、(b)社会的差別の原因となる事項、(c)団体行動の行為に関する事項、(d)政治
的権利の行使に関する事項、(e)保健医療及び性生活を挙げる 
（http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/privacy/jis_shian.pdf#search='jisq15001'）。 
3 たとえば、外務省の情報公開審査基準では、第 5 条 1 号後段への該当例として「思想、宗
教等個人の内心に関する情報」を例に挙げる
（http://www.mofa.go.jp/mofaj/public/johokokai/eturan/kijun/pdfs/Kijun5-1_0603.pdf ）。 
また、法務省の情報公開審査基準では、「被疑者、被告人、受刑者、被収容者及び保護観察
対象者等の犯罪歴，身上等に関する情報」を例に挙げる
(http://www.moj.go.jp/hisho/bunsho/disclose_disclose04.html )。 
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外を開示した場合にも個人の権利利益を害するおそれがあるのかについては、実は明確で
ない。 
このように、プライバシーの侵害可能性につきどのように解釈するかがあいまいな状況
が続くことによって、将来的に制度の趣旨が損なわれる、あるいは法的安定性が害される
可能性がある。 
そこで、本研究においては、制度運用上の解釈をより明確にすることへの貢献を目的に、
プライバシー侵害可能性が具体的な事例の中でどのような基準を用いて解釈されているか
につき調査する。 
 
1-2 個人情報保護の在り方をめぐる議論への示唆 
個人情報にかかわる個人の権利や利益を保護することを目的とした法律として、「個人情
報の保護に関する法律」（以下、「個人情報保護法」とする。）がある。同法は、「個人情報
の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護する」ことを目的とし（第 1 条）、個人情報
を取り扱う民間事業者に法的義務を課している。同法も「プライバシー」という言葉を文
中に用いていないものの、プライバシー保護をその趣旨に含む。ただ、同法による「個人
情報」の定義は、「生存する個人に関する情報」であって「特定の個人を識別することがで
きる」情報である（個人情報保護法第 2 条）。このため、個人識別性を有しないが、公にす
ることによりプライバシー等個人の権利を害する恐れのある情報については、同法によっ
ては保護されない。しかしながら、近年では、企業等によるビッグデータ4の活用が増加し
たことを背景に、個人識別性のない情報を含めて、プライバシー保護の観点から、個人に
関する情報を保護する必要性が高まっている。このため、個人識別性のない情報を含めた
「パーソナルデータ」を保護するための制度改正の作業が現在行われている5。平成 26 年
12 月に公表された個人情報保護法改正案骨子6においては、第三者に提供する上で個人を識
別することとなる記述等を削除が義務付けられる「匿名加工情報」（仮称）に関する規定や、
機微情報に当たる情報として「要配慮個人情報」7（仮称）に関して取得を原則として禁止
                                                  
4 「ビッグデータ」に公的な定義はない。データサイズの大きさに着目した定義がある一方
で、「事業に役立つ知見を導出するための『高解像』、『高頻度生成(リアルタイム)』、『多様・
非構造』といった特性を有するデータ」というように、データの質や利用目的に着目した
定義もある（鈴木良介『ビッグデータ・ビジネス』（日本経済新聞出版社、2012）19-21 頁）。 
5 「個人情報の保護に関する法律」は、情報公開法と違い、「特定の個人を識別することが
できるもの」のみを「個人情報」として保護する（第 2 条 1 項）。2014 年 12 月現在、政府
の IT 戦略総合会議の中に設けられた「パーソナルデータに関する検討会」（委員長：宇賀
克也）で、法改正に向けた検討が行われている。現行の情報公開法における個人情報保護
の仕組みにつき、民間の個人情報保護の分野から参照し、注目した意見として、森亮二「ラ
イフログ活用サービスにおけるプライバシー侵害リスクをどう検討すべきか」『ビジネスロ
ージャーナル』 6 巻 1 号（レクシスネクシスジャパン、2013）20-27 頁がある。 
6 第 13 回パーソナルデータに関する検討会配布資料 1 
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/pd/dai13/siryou1.pdf）。 
7 改正案骨子によれば、「要配慮保護情報」の定義は、「本人に対する不当な差別が生じない
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する規定が設けられた。 
 一方で、情報公開制度においては、個人識別性を有しない部分を保護する規定がすでに
設けられている。この規定の扱いについて、情報公開法が制定されて間もないころは、「プ
ライバシーの権利は、基本的には特定個人が識別されることを通じ、その個人の個人情報
が公開されることによって侵害される」という考えから、個人が識別できない場合には、
極力不開示にすべきでないとの見解もあった8。しかし、近年の社会背景からすれば、国民
の「知る権利」を尊重しつつ、個人識別性のない情報を保護する規定を、プライバシーの
保護のため積極的に活用する必要がある。そのためには、公にすることによりプライバシ
ー等個人の権利や利益を害する条件がどのようなものかにつき、より具体的に追究する必
要がある。追究した結果が、政府による情報公開だけでなく、民間事業者等による個人情
報保護に関する議論にも示唆を与えることにつながればと考える。 
 
1-3 アプローチ方法 
本研究のアプローチ方法としては、米国の政府情報の公開について定めた法律である「情
報自由法」（Freedom of Information Act）における、プライバシー保護を趣旨とした不開
示と比較する。政府情報の公開に関する法律は各国に存在するが、その中で米国を選ぶ理
由は、米国の情報自由法が、開示義務の例外として、「個人のプライバシーに関して明白に
不当な侵害を構成するおそれのある」（would constitute a clearly unwarranted invasion of 
personal privacy）情報と、「個人のプライバシーの不当な侵害を構成することを合理的に
予見し得る」（could reasonably expected to constitute an unwarranted invasion of 
personal privacy）情報を挙げているためである。プライバシーの不当な侵害という要件に
つき裁判例などにおいてどのような解釈がされているかを調査することによって、日本の
状況に示唆を得られるのではないかと考える。 
情報自由法は制定年が 1966 年であり、情報公開制度が存在する国の中でも早い段階で制
定されていることから、事例が他の国に比べても蓄積されていると考える。 
さらに、米国の情報自由法におけるプライバシー保護は、民間や行政機関内部における
プライバシー保護制度とは独立した制度となっている9。この点は、日本における情報公開
制度と個人情報保護制度との関係と共通する点である10。 
                                                                                                                                                  
ようにその取扱いについて特に配慮を要する記述等」であり、例として本人の人種、心情、
社会的身分、病歴、犯罪被害を受けた事実及び前科・前歴が挙げられる。 
8 松井茂記『情報公開法』〔第 2 版〕（有斐閣、2003）184-186 頁。 
9 アメリカの政府機関により保有された記録に含まれる個人情報の取り扱いは、「1974 年プ
ライバシー法」により保護が図られている。また、民間においては金融情報や医療情報な
ど部門ごとの規制が図られている。 
10 日本においては、個人情報の保護を図る法制度として、個人情報の保護に関して国や地
方公共団体が行うべき施策や、民間事業者の義務を定めた「個人情報の保護に関する法律」
(2003 年制定)、行政機関の個人情報の取り扱いに関する基本事項を定めた「行政機関の保
有する個人情報の保護に関する法律」（2003 年制定）がある。いずれの法律も、情報公開法
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よって、日本の制度と比較する上では、米国が適切と考える。 
 
1-4 先行研究との関係 
 日本の情報公開制度を包括的に論じた代表的な研究書として、宇賀克也『情報公開の理
論と実務』（有斐閣、2005）がある。米国の情報公開制度に関する近年の研究書としては、
宇賀克也『情報公開法 アメリカの制度と運用』（日本評論社、2004）がある。日米の情報
公開制度を比較検討している研究書には、松井茂記『情報公開法』〔第 2 版〕（有斐閣、2003）
がある。 
米国の情報自由法におけるプライバシー保護につき検討した研究書として、Daniel 
Solove と Paul Schwartz による”Information Privacy Law”(4th ed,2011)がある。 
 これらの研究に対し、本研究では、情報公開制度の運用における様々な課題の中でも、
不開示情報としてのプライバシー情報の判断に関する問題に特化している点、及びプライ
バシー情報の判断に関する日米間の比較に焦点を当てている点に特徴がある。 
 
 
2. 日米の情報公開制度 
 本章では、米国と日本の情報公開制度を概説し、個人に関する情報をめぐる不開示の類
型を整理する。 
 
2-1 情報公開について 
情報公開という言葉の持つ意味は多様であるが、広義の情報公開制度は 3 種類に分類す
ることができる。その 3 種類とは、①情報公表義務制度、②（狭義の）情報公開制度、③
情報開示請求制度である。 
 
①情報公表義務制度とは、法令によって、一定の情報公開を行政機関に義務付ける制度
である。 
②（狭義の）情報提供制度とは、法令上の義務ではないが、任意に行政情報を提供する
制度である。地方公共団体が行う広報は、（狭義の）情報提供制度に位置づけられる。 
③情報開示請求制度は、法律によって国民、住民等の開示請求権を定め、当該権利が行
使された場合に、義務として行政情報を開示する制度である。 
本研究においては、③のなかでも国レベルの情報開示請求制度を扱う。 
 
①と②については、③と違い、国民や住民に対し能動的に情報を公開する点で共通して
おり、広義の情報提供制度に含まれる11。 
                                                                                                                                                  
における不開示の判断には適用されていない。 
11 宇賀克也『情報公開の理論と実務』（有斐閣、2005）306-307 頁。 
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③の情報開示請求制度については、司法情報の公開、立法情報の公開、行政情報の公開、
自己情報の公開、政治資金の公開、会議情報の公開という 6 種類に分類される。本研究の
対象は、行政情報の公開である12。 
 
2-2 米国の情報自由法について 
2-2-1 目的 
米国において情報公開制度について定める法律は、1966 年に成立した情報自由法である。
同法は日本の情報公開法と違い目的規定を置いていない。ただ、司法省の解説によると、
政府がいかに活動しているかについての情報を市民に対して明らかにし、行政の市民に対
する説明責務を全うさせることにより、行政への監視に資することを目的としていると解
釈されている13。 
 
2-2-2 請求対象 
開示請求の対象となるのは連邦政府のあらゆる「行政機関の記録」（agency record）であ
り、記録媒体は問われない。判例によれば、行政機関の記録として認められる要件は、 
①当該行政機関がその資料を作成または取得したこと 
②請求を受けた行政機関が、請求時に、当該資料を管理していること 
である14。 
 
2-2-3 開示請求権と開示義務 
開示請求権は、原則として何人に対しても付与される。記録の開示が請求された場合、
行政機関は例外事由（exemption）または適用除外（exclusion）に該当しない限り、記録
を開示しなければならない（5 U.S.C. § 552 (a)(3)）。記録の中に不開示とすべき事項が含
まれる場合でも、その部分を合理的に分離することができる場合は、残りの部分を開示し
なければならない。 
例外事由は、日本の情報公開法における不開示情報に該当するものであり、全部で 9 つ
の類型に分けて定められている 15（§552(b)）。この中に、プライバシーに関する規定とし
て Exemption6 と 7 がある。なお、適用除外は、継続中の刑事捜査に関する記録や、情報
提供者に関する記録、外国における諜報活動、連邦捜査局（FBI）が保持する記録のうち国
際テロリズムに関するものなど、開示請求がなされた場合に行政機関が請求に対する回答
                                                  
12 山田健太『法とジャーナリズム 第 2 版』（学陽書房、2010）97 頁。 
13 DOJ, Overview at 5.  
宇賀克也『アメリカの制度と運用』（日本評論社、2004）11 頁。 
14 宇賀克也『アメリカの制度と運用』46-63 頁。 
15 具体的には、国家安全保障に関する情報、行政機関内部の服務規則等、ほかの法律によ
り開示を免除された情報、営業秘密等、行政機関相互間又は行政機関内部の覚書又は書簡、
プライバシー、法執行情報、金融情報、油井に関する情報の 9 種類である。 
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を拒否することが認められる情報をいう16（§552(c)） 。 
 
2-2-4 開示・不開示に対する不服申立て 
 行政機関によって開示請求を拒否された者は、行政機関の長に対し不服申立てを行うこ
とができる17。不服申立てに対し、行政機関の長は裁決をする権限があるが、この権限は通
常は長の補助機関に委任されている。この補助機関は、開示請求に対し第一次的な決定を
行った機関の上級機関であることが多いため、必ずしも独立性のある状況下で裁決がされ
るとは限らない18。 
 
2-3 日本の情報公開法について 
2-3-1 目的 
情報公開法の目的は、同法第 1 条によれば、「国民主権の理念にのっとり、行政文書の開
示を請求する権利につき定めること等により、行政機関の保有する情報の一層の公開を図
り、もって政府の有するその諸活動を国民に説明する責務が全うされるようにするととも
に、国民の的確な理解と批判のもとにある公正で民主的な行政の推進に資すること」であ
る。つまり、同条には、行政文書の開示を請求する権利が国民主権という憲法原理に基づ
くこと、および行政運営の公開性の確保と政府による説明責務の遂行を図ることが明記さ
れている。 
情報公開法制定の経緯において、目的に「知る権利」という文言を盛り込むべきかにつ
いて議論がなされた。しかしながら、「知る権利」の具体的な内容について、理解が一致し
ていないという理由から、「知る権利」という言葉は目的規定において明記されなかった19 
20。 
 
2-3-2 請求対象 
請求の対象となる「行政文書」は、「行政機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、
図画及び電磁的記録（〈略〉）であって、当該行政機関の職員が組織的に用いるものとして、
                                                  
16 松井茂記『情報公開法』503-504 頁。 
17 §552(a)(6)(A)(ⅰ). 司法省は、開示請求に対し第一次的な決定を行う者と、行政上の不
服申立ての審査機関（すなわち行政機関の長）は別でなければならないという解釈を採用
する。このため、FOIA における不服申立ては、日本の情報公開制度における上級機関に対
する審査請求に該当する（宇賀克也『アメリカの制度と運用』105 頁）。 
18 宇賀克也『アメリカの制度と運用』105-113 頁。なお、同文献によれば、ある程度独立
性を持った組織が審査請求の権限を有する例として、エネルギー省のヒアリング及び不服
申立室がある。 
19 総務省行政管理局編『詳解情報公開法』13-14 頁。 
20 2013 年に民主党により国会に提出された情報公開法改正案においては、目的に「知る権
利」が明記されている。しかし、同法案は現時点で成立の見通しが立っていない。同法案
作成過程については、三宅弘『原子力情報の公開と司法国家 情報公開法改正の課題と展
望』（日本評論社、2014）260-320 頁。 
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当該行政機関が用いるもの」（第 2 条 2 項）と定義される。つまり、請求の対象は紙媒体の
文書に限らない。 
 
2-3-3 開示請求権と開示義務 
開示請求権については、「何人も、この法律の定めるところにより、行政機関の長に対し、
当該行政機関の保有する行政文書の開示を請求することができる」（第 3 条）と定められて
いる。つまり、年令や国籍によって請求権者が限定されることはない。また、自然人だけ
でなく法人にも請求権が認められる。さらに、請求に際して理由や利用目的など個別の事
情が問われることもない。 
一方、行政機関の長21には、「開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の
各号に掲げる情報（以下「不開示情報」22という ）のいずれかが記録されている場合を除
き、開示請求者に対し、当該行政文書を開示しなければならない」として、行政文書の開
示義務が課される。開示義務の例外となる不開示情報については、「個人に関する情報」(一
号)をはじめとする 6 つの類型が定められている。 
具体的には、 
①個人に関する情報（一号） 
②法人に関する情報（二号） 
③国の安全又は外交に関する情報（三号） 
④公共の安全に関する情報（四号） 
⑤審議、検討又は協議に関する情報 （五号） 
⑥事務又は事業に関する情報 （六号） 
である23。 
開示請求の対象となる行政文書の一部に不開示情報が含まれていた場合、行政文書が直
ちに全て不開示になるわけではなく、行政機関側により部分開示ができるか否かが判断さ
れる。具体的には、「不開示情報が記録されている部分を容易に区分して除くことができる
ときは、開示請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示しなければならない」（第 6
条 1 項）。 
 
2-3-4 開示・不開示に対する不服申立て 
行政機関側による開示決定等について異議がある者は、行政不服審査法に基づいて、決
                                                  
21 省であれば大臣、庁であれば長官を指す。 
22 「非公開情報」と呼ばれる場合もある。 
23 ①の「個人に関する情報」は、特定の個人が識別されるか否かによって判断される「事
項的非公開情報」であり、②～⑥は、不利益や支障等が生ずる「おそれ」があるかによっ
て判断される「定性的非公開情報」であるとして、不開示情報を区別する見解もある。詳
しくは、塩野宏「情報公開法適用上の課題」『季報情報公開』11 号（行政管理研究センター、
2003）2-9 頁参照。 
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定を出した行政機関の長に対する不服申立て、あるいは決定を出した行政機関の上級機関
の長に対する審査請求をすることができる。不服申立てを行う権利が認められるのは、一
部不開示や全部不開示という結果に不満を持つ請求者に限らない。開示される行政文書の
中に第三者の情報が含まれる場合、開示によって不利益を被る可能性のある第三者も不服
申立てを行うことができる24。 
不服申立てを受けた行政機関の長は、第三者機関である「情報公開・個人情報保護審査
会」（以下、「審査会」とする）に諮問しなければならない（第 18 条）25。審査会は、問題
となる決定の内容について審査したうえで、行政機関の決定が妥当であるか否かについて、
答申という形式で意見を表明する。行政機関側は、答申にしたがった対応を行っている。 
 
 
3 日米の情報公開制度におけるプライバシー情報の扱い 
3-1 米国 
3-1-1 プライバシーに関する情報の不開示の規定 
米国の情報自由法は、プライバシーに関する情報を 2 つの規定（Exemption6, 
Exemption7(C) ）によって保護している。2 つの規定は、開示による個人のプライバシー
に対する不当な侵害を要件とする点においては共通するものの、異なる部分もある。 
 
Exemption6 は、開示によって、個人のプライバシーに対する明白で不当な侵害を構成す
るおそれのある人事および医療に関するファイル、その他これに類するファイルを開示の
対象外とする。判例によれば、記録が Exemption 6 の保護を受けるかを決定するうえで、
行政機関は次の方法をとらなければならない26。 
 
①問題となる情報が人事上、医療上あるいはそれに類するファイルであるかを決定する 
②請求された情報に重要なプライバシーの利益があるかを決定する27 
③請求者が主張する、情報開示による公の利益について評価する28 
④不開示による重要なプライバシーの利益と、開示による公の利益がともに存在する場合、
2 つの利益を比較し、開示が個人のプライバシーの明白で不当な侵害を構成するかを決定す
る。 
 
                                                  
24 宇賀克也『新・情報公開法の逐条解説〔第 6 版〕』（有斐閣、2014）158 頁。 
25 審査会の設置の趣旨は、行政機関が保有する情報を開示するかどうかの判断において、
当事者である行政機関の自己評価のみではなく、第三者的立場からの評価を踏まえた判断
を加味することである。そのことによって、より客観的で合理的な解決を期待することが
できる（総務省行政管理局編『詳解情報公開法』159-160 頁）。 
26 DOJ, Exemption 6 at 1-3, Dep’t of the Air Force v. Rose, 425 U.S. 352 (1976).  
27 Multi Ag Media LLC v. USDA, 515 F.3d 1224 (D.C.Cir. 2008). 
28 NARA v. Favish, 541 U.S. 157 (2004). 
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②において、プライバシーの利益が認められるためには、プライバシーの利益に対する
脅威（threats to privacy interests）が、推論による（speculative）ものでなく、現実的な
（real）ものである必要がある29。 
また、一度公になった情報であっても、長い時間が経過し、情報の入手が容易でないも
のについては、「実質的忘却」（practical obscurity）を維持するためのプライバシーの利益
が認められる30。もっとも、情報がコンピュータによりデータベース化され、一般の人でも
入手が容易になる場合は、実質的忘却が認められる余地は小さくなる31。 
さらに、死者に関する情報について、遺族がプライバシーの利益を有することも認めら
れている32。 
③において判断される開示による「公の利益」は、行政機関が法律にそって義務を果た
しているかを公衆が知る利益でなければならない。 
④においては、プライバシーの利益が公の利益に優越する場合、情報は不開示となり、
公の利益がプライバシーの利益に優越する場合には開示される。プライバシーの侵害を「明
白で不当な（clearly unwarranted）」ものに限定する要件は、開示に有利に働き、行政機関
側が Exemption 6 による不開示を行ううえで「重荷」を課すものである33とされる。 
また、判例34においては、開示によって直接プライバシーが侵害されない場合、すなわち
派生的な侵害（derivative privacy invasion）でも、「明白で不当な」侵害が生じると考え
られている35。たとえば、電子地図から物件の位置情報が判明することにより、個人の氏名
や住所の特定に容易につながるとして、電子地図のファイルの開示を認めなかった例があ
る36。 
 
一方で、Exemption 7（C）は、法執行の目的により編集された記録または情報のうち、
その提出が個人のプライバシーの不当な侵害を構成すると合理的に予見できる場合を対象
とする。 
                                                  
29 DOJ, Exemption 6 at 6-14. 
30 Solove & Schwartz at 644-649, DOJ, Exemption 6 at 11-14. 
United States Department of justice v. Reporters Committee for Freedom of the Press, 
489 U.S. 749 (1989). 
31 DOJ, Exemption 6 at 11-14, ACLU v. DOJ, 655 F.3d 1 (D.C.Cir. 2011). 
32 DOJ, Exemption 6 at 11-14, Solove & Schwartz at 651-655. 
NARA v. Favish, 541 U.S. 157(2004). 
佐伯彰洋「最近の判例 National Archives & Records Administration v. Favish, 541 U.S. 
157」『アメリカ法』2005 年度 2 号（日米法学会、2006）374-378 頁。 
33 DOJ, Exemption 6 at 43-50, Solove & Schwartz at 644-649. 
United States Department of justice v. Reporters Committee for Freedom of the Press, 
489 U.S. 749 (1989). 
34 NARFE v. Horner, 879 F.2d 873, 878(D.C.Cir. 1989),  
NARA v. Favish, 541 U.S.157 (2004).  
35 DOJ, Exemption 6 at 15. 
36 Forest Guardians v. FEMA, 410 F.3d 1214 (10th Cir. 2005) 
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Exemption 6 への該当性を判断するためには、行政機関がプライバシーの利益と公の利
益をそれぞれ特定し、2 つの利益を比較する必要がある。一方で、Exemption 7 への該当性
を判断するためには、プライバシーの利益と公の利益の特定は行うが、双方の利益の具体
的な比較を行うことなく、行政機関が定型的に（on a categorical basis）判断を行うことが
できる。すなわち、一般市民に関係する法執行記録に対する開示請求は、市民のプライバ
シーを常に不当に侵害するものであり、開示請求が政府機関に関する情報を求めるための
ものであることを請求者自身が証明しない限り、開示請求はプライバシーに対する不当な
侵害を構成すると考えられる37。 
このような考えは、1989 年の司法省対記者委員会事件最高裁判決38において示された。
この事件においては、ある一族394 人に関して FBI が保有していた犯罪記録（rap sheet）
に関する開示請求が、ジャーナリストらによってなされたが、Exemption7（C）を理由に
開示が拒否されていた。同事件においては、個人が犯した犯罪に関する記録を、（犯罪の当
事者でない）第三者に対して開示することによって、Exemption7（C）の要件である「個
人のプライバシーの不当な侵害を構成することが合理的に予測されうる」ことになるかが
焦点となった。最高裁は、「犯罪記録の対象が一般市民であり、それが政府活動と異なる編
集物として政府の管理の下にある場合、Exemption7（C）によって保護されるプライバシ
ーの利益は事実上最上位に位置し、情報自由法に基づく公の利益は最下位に位置する」と
し、プライバシーの利益と公の利益を比較するうえでこのように差をつけることは、個別
の状況にかかわらず認められるとした。 
定型的にプライバシー侵害を認める方法によれば、個々の状況は判断に影響しないため、
たとえば開示請求の対象となる記録に、異なる複数の個人のプライバシーに関する情報が
含まれていた場合、1 人 1 人が自らの情報について開示を希望するか否かに関わらず、全て
の者のプライバシーが侵害される可能性が認められる40。 
ただし、プライバシーが含まれた法執行記録であっても、開示を請求する者自身が、開
示による公の利益について次のことを証明した場合は、Exemption6 と同様に、公の利益と
プライバシーの利益を比較することにより、開示の是非が判断される。 
 
① 促進される公の利益が重要なものであり、情報を得ること自体の価値を超える具体的な
利益であること 
                                                  
37 DOJ, Exemption7(C) at 1-4. 
38 DOJ v. Reporters Committee, 489 U.S. 749 (1989). 
39 この一族が経営する企業に関しては、汚職疑惑のある議員との不適切な関係が疑われて
いた。 
40 Associated Press v. Department of Defense, 554 F.3d 274(2d Cir. 2009). 同判決では、
グアンタナモ収容所内における暴行事件に関連して、暴行を訴え出た収容者及びその家族
に関する情報の開示につき、政府と報道機関の間で争われた。同判決に対しては、「プライ
バシー」という理由付けが、報道機関による事件の調査をより困難にするために政府によ
って使われた点につき問題視する意見もある(Solove & Schwartz at 658-659)。 
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② 請求者の求める情報が、①の利益を促進する可能性が高いこと 
 
この基準は、ある変死事件に関わる遺体写真の開示の是非が争われた国立公文書記録管
理局対ファビッシュ事件最高裁判決（2004 年）41で示された。開示請求を行った原告ファ
ビッシュ氏は、捜査機関による変死事件の捜査が不適切あるいは怠慢であったことを主張
し、その裏づけとして写真の開示を請求した。しかし、最高裁は「請求者は、開示を受け
るために単なる疑惑以上のものを立証しなければなら」ず、「請求者自身が主張するように
政府による不適切な行為が起こったということを、他者が合理的に確信しうるほどに正当
化する証拠を提示しなければならない」と判示し、上記 2 つの基準を示した上で、原告は
そのような証拠を示していないと結論付け、開示を認めなかった。 
 
3-1-2 プライバシーの利益 
情報自由法が適用される重要なプライバシーの利益は、一般的には、氏名や住所など、
個人を識別することができる情報（personally identifying information）に存在する42。 
プライバシーの利益の存在は、私生活に深くかかわる（highly personal）情報や、機密
性が高くない（less intimate）な情報であっても認められる。このことが連邦最高裁によっ
て初めて認められたのは、1982 年の米国国務省対ワシントンポスト判決43においてである。
この事件においては、国務省が保有するある 2 人の人物のパスポートに記載された情報が、
Exemption6 によって保護される情報に該当するか否かが争われた。この事案につき連邦控
訴裁判所は、米国民としての身分を示す情報は、Exemption6 の要件である「人事上・医療
上」の情報に比べると機密性が高くないとして、パスポートの情報は情報自由法により保
護されるプライバシーの利益が存在しないとした44。しかし、連邦最高裁は、たとえ機密性
のない情報であっても、連邦政府によって保有されている以上は、情報自由法によって保
護されるプライバシーの利益が存在するとした。その上で、「出生地、誕生日、結婚した日、
職歴」などの情報は、通常は私生活に深くかかわる情報とはみなされないものの、開示し
た場合プライバシーの不当な侵害を構成するおそれのある情報として保護されると判断し
た。 
なお、記号の羅列のように、直接は個人を識別できない情報であっても、プライバシー
の利益は認められる。たとえば、電子計算機端末の ID については、一人の人物・使用者の
みに割り当てられたものであり、その ID が開示されることによりシステムにアクセスした
者が特定される場合には、プライバシーの利益が認められる45。 
                                                  
41 Nat’l Archives & Records Admin. v. Favish, 541 U.S. 157 (2004). 
42 DOJ, Exemption 6 at 9-10. 
43 United States Dep't of State v. Wash. Post Co., 456 U.S. 595 (1982). 
44 Washington Post Co. v. United States Dep't of State, 647 F.2d 197 (D.C.Cir, 1981). 
45 連邦政府職員の電子計算機端末の ID の開示が争われた例として、Strunk v. United 
States Dep't of State,770 F. Supp. 2d 10 (D.D.C, 2012) がある。 
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一方で、文書から個人を特定できる部分が削除されている場合には、プライバシーの保
護の必要性がないとして、開示が認められる。 
 1976 年の合衆国空軍省対ローズ事件連邦最高裁判決46は、最高裁として初めて、個人を
特定できる部分を除いた情報につき、プライバシーの侵害を否定した判決である。この事
案では、空軍学校の生徒が犯した名誉・倫理規則違反について、学校側が生徒に対して行
った聴聞の概要を示す文書が開示されうるかが問題となった。文書からは個人を識別する
ことのできる情報は削除されていたが、空軍学校は文書を公開していなかった。連邦最高
裁は、聴聞を受けた生徒を識別することができる部分が削除されている文書は、
Exemption6 によって保護される「人事上のファイル（personal file）」に該当しないとし
て、開示を認めた。最高裁はそのように判断した理由として、開示請求された文書が、個
人の経歴を構成するような、個人に関する膨大な情報（例えば出生地や両親の名前、これ
までの居住地、高校等の学歴、試験の結果、作業能力に対する評価など）を含まないこと
を挙げる。 
 また、医療や健康に関する情報についても、個人を識別できる部分を除いたうえでの開
示はプライバシーを侵害しないとされる。1983 年のアリフ対合衆国海軍省事件47では、合
衆国海軍病院から合衆国議会医務室（Office of Attending Physician）に対する医薬品の提
供についての記録が Exemption6 によって不開示となりうるかが争われた。海軍は、情報
の開示が議員及び裁判官のプライバシーを侵害しうるとして開示を認めなかった。しかし、
連邦控訴裁判所は、特定の個人を識別することのできる部分を除いたうえでの記録の開示
を認めた。同判決は、海軍側が記録の開示により特定の個人の健康状態が明らかになる可
能性について十分に立証していないことも理由に含めている。 
 
ただ、個人を識別できる部分を除いたとしても、なお保護されるべきプライバシーの利
益が残るとされる場合も存在する48。前述の合衆国空軍省対ローズ事件の連邦最高裁判決は、
個人を識別することができる部分の削除が、プライバシーを保護する上で不十分である場
合には、プライバシーの侵害が生じうることを認めている。 
下級審においては、カーター対合衆国商務省事件に関する 1987 年の控訴審判決49がより
具体的な条件を示している。この事件では、特許商標庁（商務省に属する機関の１つ）に
よって行われた、弁理士による違法行為に対する調査に関する文書についての開示が争わ
れた。連邦控訴裁は、違法行為に関する裁判記録がすでに公になっていることから、仮に
弁理士の名前など個人を識別できる部分を除いたとしても、裁判記録を入手し、開示され
た記録と比較することが容易に可能であるため、なおプライバシーの利益は残ると判示し
                                                  
46 Dep't of the Air Force v. Rose, 425 U.S. 352 (1976). 
47 Arieff v. United States Dep't of Navy, 712 F.2d 1462 (D.C.Cir, 1983). 
48 DOJ, Exemption 6 at 83. 
49 Carter v. United States Dep’t of Commerce, 830 F.2d 388(D.C.Cir, 1987). 
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た。 
 
また、少人数の集団に属する個人に関する情報が含まれる場合も、個人を識別すること
のできる部分を除くことによってのみでは、プライバシーを十分に保護することができな
い50とされる。1982 年のアリレッツ対全国労働関係局51事件控訴審判決52では、使用者によ
る不当労働行為について、全国労働関係局が行った調査の一部が、プライバシー保護を理
由に開示されないことが争われた。開示されなかった部分は、企業内部の情報提供者から
の聞き取り調査に関するものであり、公開した場合に情報提供者に対する身体的暴力や報
復のおそれがあった。控訴裁判所は、企業の構成人数は 12人と少人数であることを理由に、
個人を識別できる部分を除いて開示したとしても、情報提供者が誰であるか、および証言
に出てきた人物が誰であるかが、請求者53だけでなく、一連の不当労働行為について特定の
知識（specific knowledge）を持つ人にとっては容易に識別できるため、プライバシーの保
護は十分でないとした。 
  
さらに、開示請求された情報が、個人にとって「私的かつ特有」（personal and unique）
である場合も、個人を識別できる部分を除いたのみでは十分にプライバシーを保護できな
いとされる54。ホワイトハウス対合衆国労働省事件55では、労働災害に遭った連邦職員に対
する補償額の判断において用いられる、医師による評価書の開示が争われた。裁判所は、
1998 年、名前や住所、社会保障番号など個人を識別することができる部分を除いた場合で
も、知識のある者にとっては、記載内容から直接的または間接的に評価書に記載されてい
る人物を識別することが可能になるため、プライバシーの保護は十分でないとされた。ま
た、カッパビアンカ対米国関税局長官事件56では、税関職員による同僚に対する嫌がらせ・
報復行為57に関する内部調査に関する文書につき、当の税関職員自身による開示請求が行わ
れた。裁判所は、1994 年、個人を識別できる部分を除いても、内部調査に協力した情報提
                                                  
50 DOJ, Exemption 6 at 84. 
51 使用者によって差別的待遇など不当労働行為を受けた労働組合員を救済する機関。 
52 Alirez v. NLRB, 676 F.2d 423(1oth Cir, 1982). 
53 この事件における開示請求者は、ある企業の元従業員であり、使用者による不当な労働
慣行につき全国労働関係局に告発した者である。しかし、労働関係局は調査の結果、告発
にあるような実態はなかったと結論付けたため、今回の開示請求が行われた。 
54 DOJ, Exemption 6, at 85. 
55 Whitehouse v. United States DOL, 997 F. Supp. 172(D.D.M 1998). 
56 Cappabianca v. Commissioner, United States Customs Serv., 847 F. Supp. 1558 
(D.M.D.F,1994). 
57 この税関職員について、違法行為を行ったという告発がされたことから内部調査が行わ
れたが、違法行為の実態は認められなかった。その後、税関職員は、告発されたことによ
り管理職をはずされたという逆恨みから、他の複数の職員とともに、調査に協力した複数
の職員に対する嫌がらせ・報復行為を行った。今回開示請求された文書は、この嫌がらせ・
報復行為に関する調査に関するものである。 
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供者等のプライバシーの侵害が生じうると判断した。この判決においては、何が個人を識
別できる情報となるかという判断は、一般的な人物にとって識別できるかという視点(the 
public viewpoint)と、当該人物をよく知る人物の視点(the vantage point of those familiar 
with the mentioned individuals) の双方から行われる必要があると指摘されている。 
 
3-1-3 公の利益 
 プライバシーの利益が存在する情報が開示されるうえでは、公の利益の存在が前提とな
る。公の利益が意味するところにつき、1976 年の合衆国空軍省対ローズ事件最高裁判決58、
1989 年の司法省対記者委員会事件判決59は、公衆の監視の下に行政機関の活動を明らかに
するという、情報自由法の基本目的に適うものでなければならないと判示している60。 
 また、2004 年の米国立公文書館対ファビッシュ事件最高裁判決61は、開示によって促進
される公の利益が重要なものであり、情報を得ること自体の価値を超える具体的な利益で
ある必要があるとし、開示請求者に対してこれらの事実を証明する責任を課す。もっとも、
この判決で焦点となったのは Exemption7(C)の該当性であり、Exemption 6 の該当性を判
断する上では、この判決は適用されないと考えられる。 
 
3-1-4 プライバシーと公の利益の調整 
 Exemption 6 は、該当性を判断する上で、公の利益とプライバシーの利益の比較が常に
行われる。一方で、Exemption 7(C)は、開示請求者が公の利益の存在を証明しない限り、
プライバシーの利益との比較が行われない。ただ、いずれの規定も、公の利益がプライバ
シーの利益に優越する場合に開示を認める点で共通する。以下、開示が認められた例に関
して検討する。 
 
3-1-4-1 Exemption 6 
Exemption 6（開示によって、個人のプライバシーに対する明白で不当な侵害を構成する
おそれのある人事および医療に関するファイル、その他これに類するファイル）に関して
は、次の例がある。 
 
・Lardner v. DOJ （ラードナー対米国司法省） 
（裁判所・年月日） 
コロンビア地区連邦裁判所、2009 年 7 月 1 日62 
                                                  
58 Dep't of the Air Force v. Rose, 425 U.S. 352 (1976). 
59 DOJ v. Reporters Committee, 489 U.S. 749 (1989). 
60 宇賀克也『アメリカの制度と運用』276-277 頁 
DOJ, Exemption 6 at 43. 
61 NARA v. Favish, 541 U.S.157 (2004). 
62 Lardner v. DOJ, 638 F. Supp. 2d 14 (D.D.C.). 
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コロンビア地区連邦控訴裁判所、2010 年 10 月 28 日63 
 
（事案の概要） 
この事例においては、司法省が保有する、恩赦・減刑を申し出たが認められなかった者
が誰であるかが記載された文書の開示の可否が争われた。 
米国司法省の構成機関の１つである恩赦代理局（Office of the Pardon Attorney, OPA）
は、大統領による恩赦の権限の執行を補助する機関である。OPA は、刑事事件の被告人か
ら、大統領に対してなされる、恩赦、減刑、罰金の免除、執行猶予などを求める申請をす
べて受け付ける。申請を受理した後に、OPA は情報を収集し、大統領が恩赦を行うかを決
める上での助言としての報告書を作成する。 
大統領が恩赦をしない場合、大統領法律顧問室（the Office of the Counsel to the 
President）によって、大統領が恩赦の申請を拒否したことに関する通知を OPA に対して
発する。この通知は大統領の行動に関する公式な記録として扱われ、OPA によって保持さ
れる。具体的には、通知のコピーを個々の申請者ごとにファイルに保管し、OPA のデータ
ベースに記録する。また、恩赦が継続中の訴訟に関わるものである場合には、OPA は恩赦
を申請した者のリストを保存することができる。 
今回の訴訟の原告であるラードナー氏は、大統領に恩赦を申請した者、および減刑を申
請した者が誰であるかにつき、OPA に対して情報開示の請求を行った。しかしながら、OPA
が Exemption6 などを理由に開示請求を拒否したため、ラードナー氏は訴訟を提起した。 
 
（第 1 審判決の概要） 
第 1 審は、原告の主張を認め、恩赦・減刑を申請した者の情報は開示されるべきと判断
した。 
まず、請求対象となるファイルが、Exemption6 の要件である「人事上・医療上あるいは
それに類するファイル」であることにつき、原告・被告双方から異論がなかった。このた
め、裁判では、請求された文書にプライバシーの利益が存在するか、文書の開示による公
の利益が存在するか、プライバシーの利益と公の利益を比較した場合、どちらが上回るか
について判断がされた。 
  
プライバシーの利益について、被告である OPA は、恩赦の申請が拒否された個々の人物
の名前を開示することにより、その人物に対し「二重の汚名（double stigma）」がもたらさ
れると主張した。OPA の言う「二重の汚名」とは、刑事事件において有罪判決を受けたと
いう事実、そして、恩赦の申請をしたが、恩赦に値しないとみなされたという事実である。 
一方で、原告は、恩赦の申請の拒否は珍しいことではなく、申請者に汚名を着せること
はないと反論した。また、恩赦の申請をした者は、申請をしたという事実と、その申請に
                                                  
63 Lardner v. DOJ, 398 Fed. Appx. 609 (D.C.Cir.). 
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ついて大統領が最終的に行った決定に関して、将来公に開示されないという合理的な期待
を持ち得ないと主張した。 
 これらの主張を踏まえ、裁判所は、プライバシーの利益の存否につき、①開示による「二
重の汚名」の発生可能性の有無、②プライバシーに関する情報の不開示に対する個人の期
待可能性の有無、③OPA による先例依拠の妥当性という 3 つの観点から判断した。 
まず、①については、開示によって、「二重の汚名」はもたらされないと裁判所は判断し
た。原告による開示請求によって明らかにされようとした事実は、個人が恩赦の申請をし
たという事実と、恩赦が認められなかったという事実である。一方で、原告はそれ以上の
個人に関する重要な情報（substantive, personal information）は求めていなかった。確か
に、ある個人が恩赦の申請をしたという事実は、その個人が過去に罪を犯して有罪判決を
受けたという事実を明らかにするという性質を持っているが、原告には、個々人の犯歴に
ついての詳細な情報を探すという目的はなかった。さらに、統計からも明らかなように、
恩赦を申請して、実際に認められた者は非常に少数であり、大多数の者は恩赦を認められ
ていない。このことから、恩赦が認められないことは珍しい出来事ということはできず、
個人に対して汚名は着せられない。 
裁判所は、大統領が恩赦を認めたという事実は、恩赦を申請した者に対してよい影響を
もたらすことは間違いないとする。しかしながら、その逆、すなわち、恩赦の申請を大統
領が拒否したという事実が、結果としてその者の社会復帰と地位の現状に対して悪い影響
をもたらすとは考えられないとした。 
 
次に、②について、裁判所は、恩赦を申請した者は、恩赦の申請が存在したことと、申
請に対して大統領が最終的にどのような決定をしたかについて、OPA によって将来公開さ
れないことを合理的に期待することができないと判断した。申請をしようとする者は、手
続きにおいて、恩赦の申請に関する情報が将来開示されうることについて OPA によって知
らされており、このことは OPA 自身も認めるところであった。また、OPA は、その長年の
慣行として、将来恩赦の申請が行われたことに関する情報、および申請に対してどのよう
な決定がされたかについて、照会があった場合はいつでも開示していたということも重視
された。 
 
さらに、③について、裁判所は、OPA が不開示の決定を正当化する上で、FBI が保有す
る個人の犯罪記録の不開示を認めた 1989 年の司法省対記者委員会事件最高裁判決（DOJ v. 
Reporters Comm. For Freedom of the Press）64の判断に依拠したことは誤りであり、今回
の事例におけるプライバシーの利益は、最高裁判決で問題になったものとは全く異なり、
加えて著しく弱い利益であるとした。その理由として裁判所は次の 3 つを挙げる。 
 
                                                  
64 DOJ v. Reporters Comm. For Freedom of the Press, 489 U.S. 749 (1989). 
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（ⅰ）最高裁判決では、重要で、詳細な個人に関する情報が含まれる「犯罪記録(rap sheets)」
の開示の可否が争われたが、今回の事例で開示が求められているのは、恩赦の申請をした
者の名前と、恩赦を申請したが認められなかったという事実のみであり、犯罪記録に含ま
れるような、個人に関する広範で詳細な情報とは異なる。 
（ⅱ）犯罪記録の公に対する開示は、一般の者が自由に見ることができないように、法令
などによって入念に規制され、管理されている。一方で、恩赦の申請等に関する情報は、
請求によって誰でも入手することが可能であり、また OPA が、プライバシーの利益に優越
する重要な公の利益があると認めた場合に開示されるものである。 
（ⅲ）最高裁判決の事例では、犯罪記録は個人の意思に関係なく、政府によってデータベ
ースに集積されていた。一方で、今回の事例では、恩赦の申請等に関する情報は、申請者
の自発的な意思によって、OPA の管理下に置かれる。 
 
 一方で、OPA は、不開示を正当化する上で、2004 年のコロンビア巡回地区連邦控訴裁判
所による判決（株式会社ジュディシャルウォッチ対司法省判決）にも依拠していた65。同判
決では、大統領による恩赦に関する文書の不開示が認められていた。 
 しかし、裁判所はこの判決に依拠したことについても誤りであるとした。2004 年の判決
においては、原告は恩赦の申請の具体的な内容について開示を請求しており、その内容に
は、申請者やその家族、申請者が犯した罪についての情報が含まれていた。一方で、今回
の事案において原告が開示を求めるのは申請の内容ではなく、個人によって申請がされた
という事実であるため、2004 年の判決の内容を用いることはできないとした。 
 
上記の理由から、裁判所は、恩赦を申請したが認められなかった者のプライバシーの利
益は、原告の言うように全くないということはできないが、それでもなお「最小限であり、
限定された（minimal and limited）」利益であると結論付けた。 
 
次に、開示による公の利益が存在するかについて判断がされた。裁判所は、請求された
情報の開示が、大統領による恩赦の権限の執行に関する最も基本的な情報を明らかにする
ものである点、公衆による政府活動の監視という情報自由法の主要な目的の達成に直接的
に役立つ典型的な事例である点から、開示による重要な公の利益（substantial public 
interest）があるとした。 
 
最後に、プライバシーの利益と公の利益の比較においては、 
① 公の利益が重要なものである（substantial）一方で、プライバシーの利益が最小限
（minimal）なものである点、 
                                                  
65 Judical Watch, Inc. v. DOJ, 365 F.3d 1108(D.C.Cir.). 
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② Exemption6 を行政機関が適用するためには、行政機関側に重い負担、すなわちプライ
バシーの利益が開示の利益を優越することを証明しなければならないという負担が課
せられるが、OPA はこの負担に応えられていない点 
という 2 点から、公の利益がプライバシーの利益に優越するため、請求された情報は
Exemption6 によって保護されず、OPA は原告に対し情報を開示すべきであると結論付け
た。 
 
（控訴審判決の概要） 
 第 1 審判決を受けて、OPA は控訴した。OPA は、第 1 審判決はプライバシーの利益を不
当に軽んじており、開示によって「実質的忘却」が失われると主張した。 
 しかしながら、控訴裁判所は第 1 審判決における利益の比較や、OPA の主張を退けた理
由づけは説得力のあるものだとし、第 1 審判決を支持して開示すべきと判断した。 
  
（判決の意義）  
 一連の判決は、Exemption6 によって保護されるプライバシーについて、次のような考え
を示したという点に意義がある。 
 
① 個人が犯した罪についての具体的な内容などについては、高いプライバシーの利益が認
められる一方で、個人が罪を犯したという事実について認められるプライバシーの利益
は、非常に低い。 
② ある事実（今回の場合、大統領によって恩赦が拒否されたこと）を開示することによる
権利侵害の可能性は、その事実が珍しいといえない場合は低くなる。 
③ 個人に関する情報が行政機関に対して自発的に提供された場合は、プライバシーの利益
は低くなる。 
④ 行政機関が情報を取得する段階で、将来の情報開示の可能性に関して個人に知らせてい
た場合、プライバシーの利益は低くなる。 
 
これらに該当する場合は、プライバシーの利益より公の利益が優越しやすいということ
になる。 
 
3-1-4-2  Exemption 7(C) 
Exemption 7(C)（法執行の目的により編集された記録または情報）については次の例が
ある。 
 
・Roth v. DOJ（ロース対司法省） 
（裁判所・年月日） 
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コロンビア巡回地区連邦控訴裁判所、2011 年 7 月 28 日66 
 
（事案の概要） 
殺人事件を犯したとされるテキサス州の死刑囚が、自分は無実で実際には別の 4 人の男
により行われたと主張し、その主張を裏付ける情報を連邦捜査局（Federal Bureau of 
Investigation〈FBI〉、司法省の法執行機関）が保有しているとして、FBI に 4 人の男のう
ち 3 人についての情報の開示を請求した67。しかし、FBI は Exemption7(C)を適用し、文
書の存否を明らかにしないグローマー拒否68を行い、開示に応じなかった。このため、死刑
囚は開示を求めて訴訟に踏み切った。 
 
（判決の概要） 
第 1 審判決69は FBI の主張を認め、不開示を妥当とした。しかしながら、控訴審判決は、
公衆には連邦政府が死刑囚の無罪を裏付ける情報を保持しているか知る利益があり、その
利益は 3 人の男のプライバシーの利益に優越するとして、情報の開示を認めた。 
まず、問題となる文書が、「法執行目的で編集された」という Exemption7(C)の要件を満
たしているかについては、FBI が証明する責任を十分果たしているとして、要件を満たす
と判断した70。 
プライバシーの利益について、原告は、殺人事件の発生から四半世紀以上経過している
ことや、原告側が真犯人と主張する人物に前科があることから、殺人事件と関連付けられ
ることによって風評被害などは起こらないと主張したが、裁判所はこのような主張を認め
ず、プライバシーの利益の存在を認定した。 
一方で、原告の主張するような、情報の開示によって死刑囚の無罪を裏付ける情報を知
るという公の利益は、重要なものであるとした。裁判所は、このような公の利益を認めた
理由として、近年米国において恩赦等による死刑囚の刑の免除が注目を集めることによっ
て、死刑囚の無罪の可能性に関する公の利益の重要性が高くなっており、その利益の存在
がさまざまなメディアを通してより明白なものになっていることを挙げた。 
そのうえで、開示によって公の利益が促進されるということを証明するために、①問題
となっている 3 人の男が真犯人であること、②FBI が①を裏付ける情報を保有しているこ
                                                  
66 Roth v. DOJ, 642 F.3d 1161 (D.C.Cir). 
67 4 人の男のうち、1 人はすでに死亡していた。 
68 請求された文書を行政機関が保有しているか否かという事実自体が情報自由法の不開示
規定で保護された情報であるときは、行政機関は、当該記録を保有しているか否かを答え
ることを拒否しうる。 
69 Roth v. DOJ, 656 F. Supp. 2d 153 (D.D.C, 2009). 
70 この点につき、原告側は、問題となる情報は違法に収集されたものであり、法執行目的
で編集された文書に当たらないと主張した。しかし、裁判所は、原告の主張を裏付ける証
拠がなく、そもそも原告が自らの無実を証明するという目的で請求していることから、法
執行目的で編集された文書に該当するとして、原告の主張を退けた。 
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との２つについて、「一般の人が合理的観点から真実である可能性があると信じるに足りる
（a reasonable person could believe that ~ might be true）」ということを、原告側が証明
しなければならないとした。①に関しては、過去の裁判における 2 人の証人による証言か
ら、合理的観点から死刑囚が有罪でない可能性が疑われるとして、証明されたとした。②
についても、2001 年（今回の判決の 10 年前）に死刑囚が自身に有利になる情報につき FBI
に開示請求をした際に、FBI が文書の存在を認めながらも不開示としたことから、FBI が
2001 年までは死刑囚にとって有利になる情報を保有していたとした。そしてこのことによ
って、現在においても FBI が死刑囚の無罪を裏付けうる情報を他にも保有しており、その
中には死刑囚が真犯人と主張する 3 人の情報が含まれている可能性が高いということを、
合理的観点から信用することができると判断した。そして、原告は①、②について証明す
る義務を果たしたため、開示の是非を判断するために、プライバシーの利益との比較が行
われた。 
 裁判所は、殺人事件の捜査と関連付けられないことによるプライバシーの利益は重要な
ものであるとした。一方で、公衆には、FBI が死刑囚の無罪に役立つ可能性のある情報の
開示を拒否したのかどうかを知る「やむにやまれぬ（compelling)」利益があるとした。そ
して、2 つの利益を比較した上で、公の利益が優越するとし、FBI によるグローマー拒否を
認めた第 1 審判決を破棄した。 
 一方で、同判決は、3 人の男の情報の中でも、問題となった殺人事件の捜査に関連しない
ものについては、FBI は開示する必要はないとした。 
 
（判決の意義） 
 同判決は、真犯人と目される 3 人についてのプライバシーの利益の重要性を認める一方
で、プライバシーの利益を上回る「やむにやまれぬ」公の利益があるとした点が注目され
る。ただ、この判決では、どのような場合に「やむにやまれぬ」公の利益が生じるか、な
ぜ今回の事例において「やむにやまれぬ」公の利益が認められたかについて、具体的に示
していない。判旨を見る限りでは、開示請求された情報が死刑囚の無罪の可能性につなが
るものであったこと、すなわち、国家権力により個人の生命が不当に奪われる可能性があ
ったということが、「やむにやまれぬ」公の利益が認められる決め手になった、と裁判所が
判断したことがうかがわれる。 
 
・ACLU v. DOJ （米国市民自由連合対司法省） 
（裁判所・年月日） 
コロンビア巡回地区連邦控訴裁判所、2011 年 9 月 6 日71 
 
（事案の概要） 
                                                  
71 ACLU v. DOJ, 655 F.3d 1 (D.C.Cir.). 
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刑事事件の訴追に当たり、政府の捜査機関が、司法による決定など正当な理由なしに、
通信会社から起訴される者の携帯電話の位置情報を収集していたことが発覚した。今回の
事案の原告である米国市民自由連合（the American Civil Liberties Union and the 
American Civil Liberties Union Foundations, ACLU）は、起訴に当たって不当な携帯電
話の位置情報の収集が行われた刑事事件に関連する情報の開示を、司法省に対して請求し
た。具体的には、現在及び過去のすべての刑事事件の名称、訴訟の番号、裁判所名などで
あった。しかし、司法省は Exemption7(C)を理由に開示しなかったため、ACLU は訴訟に
踏み切った。 
第 1 審判決72は、すでに有罪判決を受けた個人の裁判に関する情報については開示すべき
とした。一方で、それ以外の情報、すなわち無罪判決が出た事件や、却下された事件につ
いての情報は、不開示にすべきとした。判決を受けて、原告、被告の双方が控訴した。 
控訴審判決は、有罪判決を受けた個人の裁判に関する情報は開示すべきとして、第 1 審
判決を支持した。一方で、無罪判決が出た事件などの情報については、審理が尽くされて
いないとして、第 1 審に差し戻した73。ここでは、有罪判決を受けた個人の裁判に関する情
報について、控訴裁判所が開示を認めた理由についてみていく。 
 
（判決の概要） 
まず、プライバシーの利益については、訴訟番号、事案の名称、裁判所名を明かしても
ほとんど、あるいはまったく侵害されないとした。裁判所は、開示された情報が原告以外
の他者に利用されることにより、事件について調べることが容易になる可能性は認めた。
しかしながら、そもそも刑事事件については連邦裁判所や民間によるデータベースを使用
して容易に調べることができるため、開示によってプライバシーの侵害の可能性が高まる
とはいえないとした。 
また、裁判所は、1989 年の記者委員会事件最高裁判決74と今回の事案を区別した。この
事件の最高裁判決では、FBI が保有している個人の犯罪記録につき、不開示を支持した。
問題となった犯罪記録には、個人の誕生日や身体的特徴に加え、逮捕、告発、有罪判決、
懲役に関する前歴という、個人の生涯にわたる情報が記載されていた。一方で、今回の事
案で問題となる情報は、単一の刑事事件の起訴に関する情報であり、犯罪記録のように、
個人の犯罪に関する前歴のすべてが記載された文書とは異なる。また、犯罪記録に記載さ
れた情報は、一般市民が入手することのできる手段が非常に限定されていたのに対し、刑
事事件の起訴等に関する情報は一般の人が容易に入手できるという点で、最高裁判決とは
事情が異なる。 
                                                  
72 ACLU v. DOJ, 698 F. Supp. 2d 163 (D.D.C.). 
73 無罪判決が出た事件の情報については、差戻し後の第１審で不開示を支持する判決が出
た（ACLU v. DOJ, 923 F. Supp. 2d 310(D.D.C., 2013)）。控訴審判決でもこの判断が支持さ
れた（ACLU v. DOJ, 750 F.3d 927 (D.C.Cir, 2014)）。 
74 DOJ v. Reporters Comm. For Freedom of the Press, 489 U.S. 749 (1989). 
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以上の理由から、裁判所は、不開示によるプライバシーの利益は、Exemption7(C)の適用
を受けうる最低の限度は超えているにしても、それほど大きい利益であるとはいえないと
結論付けた。 
 
次に、開示による公の利益について、裁判所は重要な（significant）なものとして認めた。
公の利益の重要性を判断する上で、裁判所は再び 1989 年の記者委員会事件最高裁判決を引
き合いに出した。同判決では、開示請求の対象となった犯罪記録に含まれる一般市民の犯
罪に関する前歴という情報が、「行政機関自身の活動に関してほとんど、あるいはまったく
明らかにするものではない（reveals little or nothing about [the] agency’s own conduct）」、
すなわち、行政活動の公開に役立たないということが、不開示を支持する判断の決め手と
なった。 
一方で、①今回の事案では、刑事被告人の起訴にあたって捜査機関によって行われた不
当な位置情報の収集に関係して開示請求が行われている。そして、②この問題はメディア
においても大きく報じられ、議会内の複数の聴聞会において審議の対象となっていること
から、相当な公の利益を有する事柄ということができる。③仮に文書が請求どおりに開示
された場合、法執行の手段として行われる携帯電話の位置情報収集の規模の大きさや有効
性が明らかになり、これにより現在進行中の政策論議を活発なものにする可能性がある。
以上の理由から、裁判所は、情報の開示は政府活動について明らかにするものであり、開
示によって公の利益が達成されると結論付けた。 
 
 最後に、プライバシーの利益と公の利益の比較がなされた。裁判所は、開示による公の
利益の強さと、不開示によるプライバシーの利益の相対的な弱さをかんがみて、公の利益
がプライバシーの利益に優越すると判断し、開示を認めた。 
 
（判決の意義） 
 同判決において注目される点は、裁判所が Exemption7(C)への該当性を判断する上で、
1989 年の記者委員会事件最高裁判決と区別した点、および、2004 年のファビッシュ事件最
高裁判決75において用いられた、公の利益に関して請求者側の証明責任を重くする基準を採
用しなかったという点である。この理由としては、情報の開示によるプライバシーの利益
があまりにも小さかったということ、そしてファビッシュ事件と違い、訴訟の背景にある、
捜査機関による携帯電話の位置情報収集という問題が、実際に存在する問題として社会的
に認識されていたということを裁判所が重く見たということが考えられる。 
 
3-2 日本 
3-2-1 個人に関する情報 
                                                  
75 Nat’l Archives & Records Admin. v. Favish, 541 U.S. 157 (2004). 
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 情報公開法第 5 条一号は、「個人に関する情報」を不開示情報として規定する。「個人に
関する情報」とは、個人の内心、身体、身分、地位その他個人に関する一切の事項につい
ての事実、判断、評価等の全ての情報が含まれるものであり、個人に関連する情報全般を
意味する76。生存する個人に関する情報に限らない点において、個人情報保護法における「個
人情報」77と異なる。 
 第 5 条一号の趣旨はプライバシーの保護である。しかしながら、日本において、プライ
バシーの概念が、法的にも社会通念上も必ずしも確立していないという理由から、プライ
バシーに関する情報ではなく、個人に関する情報の中でも個人識別性を有する情報を原則
として不開示とする方法がとられてきた78。これによって、プライバシーだけでなく、個人
の知的創作物に関する情報など、プライバシー以外の法的権利に関する情報についても、
同規定により保護されている79。 
 
3-2-2 個人識別情報 
 第 5 条一号前段によれば、「当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特
定の個人を識別することができる」場合、および「他の情報と照合することにより、特定
の個人を識別することができる」場合に、「個人識別情報」として不開示となる。 
前者の場合、特定の個人を識別させることとなる氏名その他の記述の部分だけでなく、
当該部分により識別される特定の個人情報全体が、個人識別情報として不開示情報に該当
する（例えば、国立病院の患者のカルテについては、氏名や年齢だけでなく、それらを含
むカルテ全体が不開示情報に該当する）。「その他の記述等」とは、住所、電話番号、役職
名、個人別に付された記号、番号（振込口座番号、試験の受験番号等）である80。 
後者の場合、当該情報だけでは特定の個人を識別できない情報であっても、既に公にな
っている氏名等の情報との照合により、特定の個人を識別することができる情報は、個人
識別性を有するとみなされる。このため、例えば少人数で構成される集団に属する個人に
関する情報は、氏名等特定の個人を識別できる部分を含まないとしても、この類型に該当
                                                  
76 総務省行政管理局編『詳解情報公開法』45 頁。 
77 個人情報保護法第 2 条において、「個人情報」は「生存する個人に関する情報であって、
当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することがで
きるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別すること
ができることとなるものを含む。）」と定義される。 
78 総務省行政管理局編『詳解情報公開法』45 頁。 
79 なお、個人に関する情報の扱いは、公文書の管理においても問題となる。情報公開法 5
条一号に掲げる個人に関する情報が、公文書管理法によって定められた「特定歴史公文書
等」に記録されていた場合、当該文書の利用が制限される（公文書管理法 16 条一号イ）。
ただし、国立公文書館は、作成・取得してから 30 年経過した特定歴史公文書等については、
時の経過に応じて、利用制限を見直すかについて判断することにしている。 
80 総務省行政管理局編『詳解情報公開法』46 頁。 
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する81。「他の情報」には、一般人が通常入手することができる情報だけではなく、当該個
人の近親者等特定の人物が保有する情報も含まれると解される。その理由は、情報公開法
が開示請求権を全ての人に認めているためである82。 
開示請求の対象となる文書に個人識別情報が記録されている場合、氏名、生年月日その
他特定の個人を識別することができる部分を除いた部分について、個人の権利利益を害す
るおそれがない情報は開示しなければならない（第 6 条 2 項）。部分開示を行う上では、公
にしても個人のプライバシーが侵害される可能性がないかが判断の基準となる。 
  
3-2-3 権利侵害情報 
一方で、第 5 条一号後段は、「特定の個人を識別することはできないが、公にすることに
より、なお個人の権利利益を害するおそれがある」情報（以下、「権利侵害情報」とする）
についても保護している。この規定は、情報公開法要綱案の段階では、「氏名その他特定の
個人を識別され得る情報の部分を除くことにより、開示しても、…保護される個人の利益
が害されるおそれがないと認められることとなる部分の情報」として、例外的に開示され
る場合を定めた規定として設けられていた83。実際の法制定にあたって、この規定は、権利
侵害情報を定めた第 5 条一号後段と、個人識別情報の部分開示を定めた第 6 条第 2 項に分
離したとみられる。 
権利侵害情報に該当する情報の例として、カルテや反省文など、個人の人格に密接に関
連する情報、個人の正当な利益を害する情報をあげる解説書が多い84。しかし、カルテや反
省文に氏名等が含まれる場合は、第 5 条前段の規定に従えば個人識別情報に該当するはず
なので、この例示は権利侵害情報の説明としては不十分であると考えられる。 
情報公開法の施行準備に携わった総務省行政管理局の解釈では、権利侵害情報の例とし
て、「匿名の作文や、無記名の個人の著作物のように、個人の人格と密接に関連したり、公
にすれば財産権その他の個人の正当な利益を害するおそれがある」ものが挙げられている 。
個人の人格と密接に関連すること、開示により個人の正当な利益を害するおそれがあるこ
とというこの 2 つの要件は、個人識別情報の中でも部分開示に適しない部分について、総
務省行政管理局が解説した部分でもやはり用いられている。つまり、個人識別情報にして
も権利侵害情報にしても、個人の人格に密接に関連する性質や、個人の正当な利益を害す
るおそれがある性質を持つという点では実は共通している。このことは、第五条一号後段
                                                  
81 宇賀克也『新・情報公開法の逐条解説〔第 6 版〕』69-70 頁。 
82 総務省行政管理局編『詳解情報公開法』47 頁。 
83  情報公開法要綱案第六（1）ロ。要綱案全文は総務省行政管理局編『詳解情報公開法』
440 頁以下に掲載。 
84 宇賀克也『新・情報公開法の逐条解説〔第 6 版〕』66～72 頁、右崎正博ほか編『新基本
法コンメンタール 情報公開法・個人情報保護法・公文書管理法』（日本評論社、2013）37-42
頁〔小町谷育子〕、高橋茂ほか編『条解 行政情報関連三法』（弘文堂、2011）266-267 頁
〔下井康史〕、松井茂記『情報公開法〔第 2 版〕』184-186 頁など。 
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の文中に「なお個人の権利利益を害する」という表現があることからも裏付けられる。権
利侵害情報により保護される権利や利益と、個人識別情報により保護される権利や利益は
異なるものではない。ただ、権利侵害情報に関しては、特定の個人を識別させることとな
る氏名その他の記述の部分を含まないという点が、個人識別情報と異なる85。カルテや反省
文に関しても、氏名その他の記述等を含まない場合に限り権利侵害情報に含まれると考え
るのが自然である。 
 
3-2-4 例外的事由 
 行政機関の開示義務の例外として、「個人に関する情報」は開示されないが、さらにその
例外として開示しなければならない場合が存在する。このような例外的事由は、本来保護
される必要のない情報を不開示情報から除くために設けられている86。第 5 条一号但し書き
は、次のように定める。 
イ 法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報 
（公領域情報） 
ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認めら
れる情報87 
ハ 当該個人が公務員等（〈略〉）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る
情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び職務遂行の内容に係る部分 
 
3-2-5 プライバシー侵害可能性に関する判断  
 現行の制度の下では、個人に関する情報の中でも、氏名や生年月日、住所など特定の個
人を識別させる部分は、例外的事由に該当しない限りは不開示となる。一方で、それ以外
の部分については、公にすることによってプライバシーを侵害する「おそれ」がある場合
                                                  
85 第 5 条一号後段について、個人識別性のある部分を除いても、なお個人の権利利益を害
するおそれのある情報、すなわち，個人を識別することのできる情報で、部分開示(第 6 条
第 2 項)の手続きを経たとしても開示される情報を含むとの解釈もある(宇賀・逐条解説 113
～114 頁)。しかしながら、そうなれば第 5 条の規定が後にある第 6 条の規定を前提として
いることになり、いささか強引な解釈であると考えられる。また、そもそも第 6 条第 2 項
は、「公にしても，個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるとき」は、個人を
識別することができる部分を除いた部分は「同号（＝第 5 条一号）に含まれないものとみ
なして」開示できると定めている。つまり、個人の権利利益を害するおそれがあると認め
られる部分は、第 5 条一号前段に該当するとして開示されないという仕組みになっている
ため、一号後段に該当するという解釈を採る必要性は非常に低いといえる。 
86 総務省行政管理局編『詳解情報公開法』45 頁。 
87 同項が実際に適用され、開示にいたった事例は非常に稀である（平成 14 年度（行情）答
申第 5 号（平成 14 年 4 月 12 日））。また、同項が適用される場合は「個人の権利利益より、
人の生命、健康等の保護の必要性が上回るとき」とされるが、具体的にどのような場合に
後者が前者を上回るのかについての指針はなく、「個別の事案に応じた慎重な検討が必要」
とされているのみである（総務省行政管理局編「詳解情報公開法」49-50 頁）。 
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は不開示となる。情報公開・個人情報保護審査会の答申においては、同僚や知人など関係
者によって情報にかかわる個人が誰であるかを特定する手がかりとなる場合、およびその
結果として個人にとって知られたくない機微な情報が知られるおそれがある場合には、プ
ライバシーの侵害のおそれを認めて、不開示を妥当とする傾向がある88。 
 他方で、次のような場合にはプライバシーの侵害のおそれがないと判断されている。 
 
（例 1）国税庁職員による非行事案に関する文書の一部不開示が争われた事案 
平成 25 年 7 月 29 日（平成 25 年度（行情）答申第 122 号）89 
  
（事案の概要） 
行政機関内の職員に対し処分を行ううえで、その処分の種類や重さを決定する必要があ
るが、その決定は非行審議会で行われる。審議結果は処分権を持つ者（今回の事案の場合
国税局長）に報告される。今回の事案では、非違行為を行った職員の処分に関する次の文
書の開示請求が行われた。 
①非行審議会結果：国税局長に審議結果を報告する文書 
②非行審議会委員意見書 
③非行審議会審議書：非行審議会における審議書類であり、①の添付書類 
④非行事件の報告及び措置意見：監察官が、非行事件として行政上の措置（懲戒処分など）
が必要と認めるものにつき、処分権を持つ者（国税局長）に対して事件内容の報告を行う
とともに、相当の行政処分等が行われるように意見を述べた文書 
以上の文書の開示請求に対し、次の部分に関しては、情報公開法第 5 条一号前段の不開
示情報に当たり、例外事由にも該当しないとして、不開示とされた。 
①非行審議会結果：処分対象者の氏名 
②非行審議会委員意見書：処分対象者の氏名 
③非行審議会審議書：処分対象者の履歴（所属部署課の一部、官職の一部、採用年月日、
税務経験年数、現所属経験年数、氏名・ふりがな、給与、年齢、資格）、非行関係（処分理
由の一部、金額、回数、刑事処分の有無、非行前歴、その他参考事項） 
④非行事件の報告及び措置意見：氏名、生年月日、年齢、給与、犯罪（非行）内容の一部、
現所属・職名、非行当時の所属・職名、本籍地、現住所、前科等の有無、監督者の氏名 
 
                                                  
88 平成 25 年 7 月 29 日（平成 25 年度（行情）答申第 128 号）「財務大臣等が職員に対して
行った処分に係る処分説明書の一部開示決定に関する件」、平成 25 年 9 月 19 日（平成 25
年度（行情）答申第 163 号）「懲罰審査会議事録等の一部開示決定に関する件」、平成 26 年
1 月 30 日（平成 25 年度（行情）答申第 357 号）「社会保険審査会裁決書の写しの一部開示
決定に関する件」など。 
89 情報公開審査会・答申データベースによる
(http://koukai-hogo-db.soumu.go.jp/reportBody/7879)。 
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 開示請求者はこの結果に異議を唱え、国税庁に対して審査請求を行ったため、国税庁長
官は今回の開示決定の是非につき、情報公開・個人情報保護審査会に対し諮問を行った。 
  
（答申の概要） 
審査会は、国税局側が不開示とした部分のうち、次の部分に関しては、個人に関する情
報に該当しないとして、開示すべきと判断した。 
（1）文書③のうち、処分理由の一部 
（2）文書④のうち、犯罪（非行）内容の一部 
 前述のように、個人に関する情報への該当性に関する審査会の判断では、(ア)開示された
場合、知人等関係者にとって当該個人が誰であるかを知る手がかりになるか、(イ)(ア)によ
って、本人にとって知られたくない機微な情報が知人等関係者に知られるおそれがあるか
が重視される。今回の事案で、審査会は、処分理由に関する情報、犯罪（非行）内容の一
部に関する情報のうち、国税局が不開示とした部分のうち、一部については(ア)、(イ)の条
件を満たさないため、個人の権利利益は害されないとして、開示すべきとした。 
 審査会が開示すべきとした部分には、実は処分対象となる職員以外の個人に関する情報
（職名）が記載されていた。しかし、審査会は、職名は「第三者である公務員の職務の遂
行に係る情報であり、法 5 条一号ただし書きハに該当する」として、開示を認めた。 
 
（答申の意義） 
 今回の事案では、(ア)開示された場合、知人等関係者にとって当該個人が誰であるかを知
る手がかりになるか、(イ)(ア)によって、本人にとって知られたくない機微な情報が知人党
関係者に知られるおそれがあるかという、従来の答申において用いられてきた基準を用い
たうえで、行政機関が不開示とした情報の一部はこれに当てはまらないとして開示すべき
とした。もっとも、なぜ開示すべきとした情報が(ア)、(イ)の条件を満たさないのかについ
ての具体的説明はない。 
 今回の事案で注目すべき点は、非違行為を行った職員以外の職員に関する情報につき、
ただし書きハ（公務員の職務遂行に関する情報）に該当するとして開示を認めた点である。
答申本文の中では、非違行為を行った公務員の履歴、非行関係に関する情報がただし書き
ハに該当するかにつき、次のように述べられている。 
「特定職員が公務員であり、当該職員の行った行為の中に当該職員の職務に関係する部分
が含まれているとしても、懲戒処分等を受けることやその前提として非行審議会で審議さ
れることは、当該職員に分任された職務遂行に係る情報とは言えない」 
 本答申は、非違行為の当事者である職員に関する情報と、非違行為に関わっていない職
員に関する情報を区別し、行政機関によって個人に関する情報の不開示の範囲が過度に拡
大されることを抑制する意義を持つ点では評価することができる。 
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（例 2）石綿による肺がんに関する労災保険給付の請求事案 3030 件について集計項目ごと
にまとめた資料等の一部開示決定に関する件（平成 25 年 9 月 5 日（平成 25 年度（行情）
答申第 155 号））90 
  
（事案の概要） 
本事案では、石綿による疾病の認定基準に関する厚生労働省内の検討会で示された資料
について開示請求がなされた。厚生労働省は、石綿による健康被害に遭った労働者が、労
災保険を請求した事案をリスト化した文書のうち、法第 5 条を理由として次の部分を開示
しなかった。 
①石綿による健康被害に遭った労働者が、石綿に曝露した（さらされた）期間 
②石綿による健康被害に遭った労働者に関する医学的所見 
厚生労働省は①、②は特定個人を識別することのできる情報は記載されていないが、開
示により個人の権利利益が害されるおそれがあるとして、法第 5 条一号後段に該当すると
した。これに不満を持った請求者が異議申立てを行ったことから、厚生労働大臣は審査会
に諮問した。 
 
（答申の概要） 
審査会は、①を一部不開示とした厚生労働省の判断は妥当であったが、②についてはす
べて開示すべきであると結論付けた。 
まず、①は、労災保険が請求された事案をまとめたリストのうち、労働者が石綿に関係
する作業に従事していた期間の開始時期と終了時期、年数が記載されていた。審査会は、
元の開示請求によって、どの都道府県で原因となる石綿被曝が発生したかがわかる情報が
すでに開示されていることを指摘した。そのうえで、石綿に関する労災保険の請求が比較
的少数の都道府県においては、知人、同僚等の関係者にとって、被災労働者を特定する十
分な手がかりとなるものであり、当該情報の開示は被災労働者の権利利益を害するとした。
また、石綿に関する労災保険の請求事案が比較的多数の都道府県においても、その労働者
が具体的にどのような作業を行っていたかについての内容がすでに開示されていることか
ら、当該情報を開示した場合、関係者にとって当該労働者を特定する手がかりの一端にな
ることが否定できず、当該労働者の権利利益を害するおそれがあるとして、不開示が妥当
とした。 
一方で、②は、労災請求をした労働者が治療を受けていた医療機関の診療録や、主治医
の意見書から得た情報につき、単語や数値で構成された表の形式をとるものであり、一見
しただけでは患者の病名や症状がわかるものではなかった。厚生労働省は、②について、
主に次の理由から不開示としていた。 
                                                  
90 情報公開・個人情報保護審査会答申データベースによる 
(http://koukai-hogo-db.soumu.go.jp/reportBody/7929)。 
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（1）当該情報は、個人の身体および健康の状態に関する私的な情報であり、これら個人の
人格と密接に関連する情報は、その情報を本人がコントロールすることが可能であるべき
であり、本人の同意なしに第三者に流通させることは適切でない 
（2）当該情報は文書の体裁こそ数値や単語が並んだ表形式となっているが、記載されてい
る内容は基本的に文章で書かれているカルテと同質のものである。内容についても、被災
労働者の肺の疾患にかかる状態がどの程度悪化したかを示す重要な指標や、過去の石綿曝
露を推定するために被災労働者の肺組織に含まれる石綿小体・石綿繊維を計測した数値な
ど、個人に関わる機微な情報が含まれている。 
 しかし、審査会は②が開示されることによって個人の権利や利益が侵害されるおそれは
なく、開示すべきであるとした。その理由は次のとおりである。 
まず、当該文書を見分したところ、医学的所見欄には、「診療録や症例表のような個人の
機微に触れる具体的かつ詳細な記述はなく、いずれも、医学的な分類および数値が、匿名
化されたうえで記載されている」ことが認められる。 
また、①の石綿に曝露した期間に関する情報を不開示とした場合、②の医学的所見欄の
開示によって被災労働者を特定できるものは、次のような者以外には想定しがたい。 
 
（ア）被災労働者に相当近しい立場・関係にあり、被災労働者が知っている情報のほとん
どの部分を、当該部分を開示する前からすでに知っているような者 
（イ）自らの職務上、被災労働者が知っている情報を知りえるものの、社会通念上、その
知りえた事実に守秘義務が課されているような者 
 
 そして、これらの極めて限られた者が、②の情報を知ったとしても、そのことによって、
被災労働者の権利利益を害するおそれがあるとはいえないため、②の情報は法第 5 条一号
後段の情報には該当しないとした。 
 また、個人を識別することのできる情報も記載されていないため、前段の個人識別情報
にも該当しないと判断した。 
  
（答申の意義） 
 厚生労働省は、審査会への説明のなかで、医学的所見欄の不開示の妥当性を主張するう
えで、過去の答申（平成 19 年度（行情）答申第 162 号）が、個人の主治医意見書や診療録
の不開示を認めたことに依拠していた。 
 しかし、今回の答申は、「診療録や症例表のような個人の機微に触れる具体的かつ詳細な
記述はなく」とあるように、個人の身体や病状に関する情報であっても機微な情報ではな
いとした。厚生労働省の主張に沿えば、医療に関係する情報についてはほとんど「個人に
関する情報」に該当するとして不開示になりかねない。今回の答申は行政機関による拡大
的な解釈を抑制する役割を果たしうる。 
33 
 
 
 また、開示された情報を基にして個人を特定できる者が（ア）、（イ）のように非常に限
られていることも開示を認めた決め手となっている。（ⅰ）の被災労働者に相当近しい立
場・関係にある者は、知人や同僚等の関係者よりもさらに親密な者、おそらくは親族や内
縁関係にある者、相当親密な恋人などで、当該個人の診断結果等の記録を容易に入手でき
る者であると考えられる。もっとも、親族であっても、たとえば DV（家庭内暴力）など家
庭内の問題により別居中の者に関しては、「近しい」とは言えるかが問題となる。（ⅰ）の
ような者に関しては、個人がすでに石綿被害に遭ったことを知っているため、新たな権利
や利益の侵害が起こることは考えにくい。 
 （ⅱ）に関しては、実際に被災労働者を治療した医師のほか、石綿関係の健康被害に関
する損害賠償訴訟に関わる弁護士など法律関係者も該当しうる。このような者についても、
特定個人が石綿による健康被害に遭ったことを知っているため、新たな権利や利益の侵害
は起こりにくいという判断が働いたと考えられる。また、「社会通念上」とされているため、
公務員や弁護士、医師のように法律上の守秘義務が課されている者以外についても含むと
考えられる。 
 今回の答申は、情報の開示により個人が特定される場合でも、必ずしも個人の権利や利
益は侵害されないことを示したという点で非常に重要な意義がある。 
 もっとも、厚生労働省は、医学的所見欄の情報につき、その流通を本人がコントロール
することが可能であるべきとして開示を認めていなかったわけであるが、この点に関して
今回の答申は否定も肯定もしていない。 
 
（例 3）消費者庁消費政策課が保有する特定会社に関する消費者問題について消費者庁内で
行った検討の内容がわかる文書の一部開示決定に関する件 
（平成 26 年 3 月 5 日（平成 25 年度（行情）答申代 419 号）91 
 
（事案の概要） 
 消費者庁は、特定商品等の預託等取引契約に関する法律（特定商品等預託法）に違反す
る消費者問題を起こした企業 A に対し、不当景品類および不当表示防止法（景品表示法）
に基づく調査・処分を行った。これに関連して、今回の事案における開示請求者は、消費
者庁が企業 A の消費者問題に対して、内部で検討した資料に関して、開示を請求した。請
求に対し、消費者庁長官は情報公開法第 5 条 5 号（審議、検討又は協議に関する情報）や
号（事務又は事業に関する情報）、1 号（個人に関する情報）に該当するとして一部に関し
て不開示にする決定を行った。これを受けて、開示請求者は消費者庁長官に対し異議申立
てを行った。 
                                                  
91 情報公開個人情報保護審査会・答申データベースによる 
（http://koukai-hogo-db.soumu.go.jp/reportBody/8394）。 
34 
 
  
（答申の概要） 
 以下、消費者庁が 5 条 1 号を理由として不開示にしたものの、審査会が開示すべきと判
断した部分につき見ていく。 
 審査会が「個人に関する情報」に該当しないとしたのは、国民生活センター92による
PIO-NET 調査に関する文書の一部と、「PIO-NET 検索結果一覧」の一部である。PIO-NET
（全国消費生活情報ネットワークシステム）とは、国民生活センターと全国の消費生活セ
ンターをネットワークで結び、消費者から消費生活センター93に寄せられる消費生活に関す
る苦情相談情報の収集を行うシステムである。消費生活センターでは、消費生活相談員に
よって相談者に対して問題解決の支援（相談処理）が行われる。相談者に対する聞き取り
から相談処理の過程はすべて記録され、全国の消費生活センターに苦情相談の記録が蓄積
される。この苦情相談の記録を蓄積し、消費者行政に役立てることを目的として構築され
たのが PIO-NET である94。 
 消費者庁が不開示とした部分は、国民生活センターが PIO-NET によって検索した相談事
案の概要につき、一覧表の形式で整理したものである。表には相談者の氏名は記載されて
いなかったが、相談内容として契約上のコース名や契約期間、契約金額、家族構成、企業 A
と契約者との具体的なやり取りの内容が記載されていた。消費者庁は、消費者からの相談
内容に含まれる具体的な契約期間、契約金額等、契約者固有の個別具体的な部分について
は、相談者の近親者などが保有する、あるいは入手可能である情報と組み合わせることに
よって個人が識別される可能性があると主張した。また、仮に個人が識別されないとして
も、きわめて機微な情報であることから、個人の権利利益を害するおそれがあると主張し
た。 
 また、消費者庁は、企業 A の顧客名簿の流出が生じていることから、顧客名簿の情報と
組み合わせることにより個人が識別されるおそれがあることも主張した。 
 審査会は、相談者個人が識別されるおそれがあり、消費者被害にあったことなど他人に
知られたくない情報が知られることとなる機微な情報が文書の中に含まれるため、開示さ
れた場合に相談者が消費生活センターへの相談を敬遠するなど、消費生活センターなどの
業務に支障が生じるおそれがあるとし、文書の一部に関しては消費者庁の主張通り不開示
を認めた95。 
                                                  
92 国民生活に関する情報提供および調査研究、重要な消費者紛争の法的解決のための手続
きの実施を目的とする独立行政法人。消費者庁が所管する。 
93 商品の購入や契約等、消費生活に関する苦情相談を受け付ける窓口。自治体によって設
置される。 
94 独立行政法人国民生活センターホームページより（http://www.kokusen.go.jp/pionet/）。 
95 もっとも、審査会は、これらの情報が第 5 条 6 号（事務又は事業に関する情報）に該当
するため、1 号（個人に関する情報）に関しては「判断するまでもなく、不開示とすること
が妥当である」とした。 
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 一方で、これらの部分を除いた部分に関しては、「具体性が捨象された相談内容の概略で
あって、当該記載からは相談者個人を識別することができるとは認められず、これを公に
しても、個人の権利利益を害するおそれがあるとは認められ」ないため、5 条 1 号には該当
しないとした。また、相談業務に支障を及ぼし、消費者庁の消費者行政の適正な遂行に支
障を及ぼすおそれがあるとも認められないとして、5 条 6 号にも該当しないとし、開示すべ
きと判断した。 
 
（答申の意義） 
 今回の答申においては、個人の消費生活に関する情報であっても、具体性を捨象した場
合は開示が認められることを示した。しかし、どの程度の記載であれば具体性が捨象され
ることになるのかについて、答申においては明確な基準が示されていない。 
 
（例 4）厚生労働省職員に対する矯正措置書及び処分説明書の一部開示決定に関する件 
（平成 26 年 3 月 6 日（平成 25 年度（行情）答申第 423 号ないし同第 441 号））96 
 
 （事案の概要） 
本事案では、厚生労働省職員に対して省内部で行われた処分に関する文書の開示請求が
なされた。しかし、開示請求者によれば、開示された文書は「肝心の処分理由について記
載した箇所が黒塗りで全く内容がわからない状態」であった。このことから、開示請求者
は「厚生労働省は自らの組織に不都合な情報だから隠蔽している」「保身を図っている」と
主張し、文書の一部開示決定につき厚生労働省に対し異議申立てを行った。異議申立てを
受け、厚生労働大臣は情報公開個人情報保護審査会に対し諮問を行った。 
開示請求が行われた文書は、次の通りである。 
①処分説明書 
懲戒処分の対象となった職員に対して、処分の内容および理由等を通知するための文書
であり、次の事項が記載されている。 
・処分者 
・被処分者（所属部課、氏名〈ふりがな〉、官職、級、給与） 
・処分内容（処分発令日、処分効力発生日、根拠法令、処分の種類及び程度、刑事裁判
との関係、処分の理由など） 
 
②訓告書および厳重注意書 
訓告または厳重注意の対象となった職員に対し、その事由を伝達するための文書。次の
事項が記載されている。 
                                                  
96 情報公開個人情報保護審査会・答申データベースによる 
（http://koukai-hogo-db.soumu.go.jp/reportBody/8424）。 
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・対象職員（所属部課、官職、氏名） 
・訓告または厳重注意の事由 
・交付年月日 
・措置権者 
 
③厳重注意（口頭） 
厳重注意書を交付するに至らない非違行為があった職員に対して、所属長が任命権者に
代わり口頭で厳重注意の事由を伝達するための文書。次の事項が記載される。 
・対象職員（所属部課、官職、氏名） 
・厳重注意の事由 
・交付年月日 
・措置権者 
 
これらの文書につき、厚生労働省は情報公開法第 5 条 1 号前段（個人識別情報）に該当
する部分を不開示とする決定を行った。具体的な理由は次のとおりである。 
・当該文書に記載される情報は、自己の資質、人格又は名誉等に関わる当該職員固有の
情報であり、他人に知られたくないと望むのが通常である。 
・懲戒処分の内容及び執行状況等は、処分者、被処分者及び懲戒処分関係事務担当者の
みが知りうるものであり、その取り扱いには細心の配慮がなされ、たとえ同じ職場に勤務
する職員であっても知ることができない。 
 これらの理由により開示されなかった事項は次の通りである。 
①処分説明書：「被処分者」のうち、所属部課の一部、氏名（ふりがな）、官職、級、給与、
処分の内容の一部 
②訓告書及び厳重注意書：対象職員（所属部課、官職、氏名）、訓告又は厳重注意の事由の
一部 
③ 厳重注意（口頭）：対象職員（所属部課、官職、氏名）、厳重注意の事由の一部 
 これらの事項に関しては、１号但書き（不開示の例外事由）にも該当しないとされた。 
 
（答申の概要） 
 審査会は、第 5 条一号但書きイに該当する部分について開示すべきと判断し、それ以外
の部分についても、開示しても個人の権利や利益を害するおそれのない部分についての開
示を認める判断をした。 
 まず、審査会は、今回開示請求された文書が第 5 条一号前段に該当することを認めたう
えで、例外事由イ（法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定
されている情報）の該当性について、厚生労働省による報道発表の時期との関係から判断
した。 
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すなわち、「過去の一時点において事案の概要が報道発表された場合、当該概要のうち、
非処分者が誰であるかという情報部分を除いた部分、すなわち非違行為の客観的態様の部
分については、時の経過を考慮する必要性が乏しいことから、特段の事情がない限り、開
示請求時点においてもなお公にされ、又は公にすることが予定されている情報であるとの
性質を失わない」とした。 
一方で、審査会は次のような考え方を示した。 
「被処分者が誰であるかという情報部分については,報道発表の時点から時間が経過する
に従い、事案の社会的影響や事案に関する社会一般の関心や記憶は薄れていき、新聞社名
等や報道年月日が特定されない限り次第に公衆が知り得る状態に置かれているとは言えな
くなっていく」。 
「非違行為事案を起こした職員個人の識別・特定に関する情報及びその者の処分の内容
に係る情報は、当該個人についての処分歴として秘匿性の高い情報であることから、その
権利利益を守る必要性が増していく」。 
「報道発表後、相応の期間が経過した様な場合においては、報道発表された情報のうち、
非処分者が誰であるかに関する情報及び処分歴に係る情報は、もはや現に『公にされてい
る情報』にも『公にすることが予定されている情報」にも該当しない」。 
審査会はこのような理論から、今回開示請求された文書のうち、次の事案に関する文書
については今なお慣行として公にされていると認めるべきであり、但書きイに該当すると
して開示すべきと判断した。 
・報道発表から開示請求までの間が 1 年に満たない案件 1 件に関する文書 
→公表された部分と同一の部分 
・報道発表から開示請求までに 1 年以上経過した案件に関する文書 
→公表された非違行為の客観的態様に関する部分 
 
 次に、例外事由に該当しない部分について、法第 6 条 2 項に基づく部分開示が認められ
るかにつき検討がなされた。その結果、厚生労働省が不開示としていた次の部分につき、
一部の開示をすべきと判断した。 
①処分説明書：「処分の内容」欄の「処分の理由」の一部 
②訓告書及び厳重注意書：訓告又は厳重注意の事由の一部 
③厳重注意（口頭）：厳重注意の事由の一部 
 審査会は、「被処分者の非違行為のおおよその内容が記載されているにすぎないなど、個
人を特定できるほどの詳細かつ具体的な情報が含まれているとは認められない」情報につ
いては、氏名等の個人識別部分を除くことにより、個人の権利利益が害されるおそれがな
いとした。 
 
（答申の意義） 
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 従来の答申では、公務員の不祥事に関する情報については、個人を識別することのでき
る部分を除いた場合であっても、「個人の権利や利益を侵害するおそれがある」として、非
違行為の内容に関しても開示を認めない傾向にあった。今回の答申は、「個人を特定できる
ほどの詳細かつ具体的な情報が含まれている」ことが認められない場合、個人を識別でき
る部分を除くことにより、開示による個人の権利や利益に対する侵害はおこりえないと明
言しており、「個人に関する情報」の部分開示の運用をより明確にする役割を果たしうる。
ただ、事例 3 と同様、詳細かつ具体的でない記載をどのように判別するかという問題に関
して、答申は明確な基準を示していない。 
 一方で、本答申が、例外事由イ（公領域情報）についても、報道発表からの「時の経過」
を考慮しつつ、積極的に適用してことは注目すべき点である。「公にされ」ている情報であ
っても、「時の経過により、開示請求の時点では公にされているとは見られない場合があり
得る」ということは、制度開始当初から想定されていたことである97。本答申は、制度趣旨
を踏まえつつ、プライバシー権と開示請求権に配慮した判断を行っており、この点は妥当
である。 
 
 
4 考察 
4-1 各章における検討のまとめ 
 本研究の目的を再掲すると、政府情報の公開において、プライバシー保護を趣旨として
不開示となる条件、特にプライバシー侵害の可能性の解釈について、米国と日本における
相違点を明らかにすることにより、運用をより明確にすることに資することである。この
目的を達するため、政府情報の公開に関する日米の制度において、不開示にすべき情報を
判断するうえで、開示によるプライバシーの侵害の可能性をどのように捉えているかに関
して、比較を行った。 
 第 2 章においては、情報公開の概念を整理したうえで、情報公開法に基づく日本の情報
公開制度の内容、および情報自由法に基づく米国の情報公開制度の内容につき整理を行っ
た。 
 第 3 章においては、プライバシーの侵害の可能性に関する日米の捉え方につき、検討し
た。まず、米国の制度では、プライバシーに関する情報を 2 つの規定（Exemption 6, 7(C 
)）によって保護している。双方の規定は、プライバシーの不当な侵害を不開示の要件とし
ている点で共通するが、Exemption 6 は、「明白で」不当な侵害を要件としているため、
Exemption 7(C)に比べると、開示に有利に働くものと考えられている。また、Exemption 
7(C)は、法執行目的により編集された記録を対象とする。 
 プライバシーの利益は、基本的には個人を識別することのできる場合に存在する。しか
し、個人を識別できない場合でも、ほかの情報との照合により個人を識別できる場合や、
                                                  
97 総務省行政管理局編『詳解情報公開法』49 頁。 
39 
 
少人数の集団に属する個人に関する情報である場合には、プライバシーの利益が認められ
る。また、一度公にされていても、「実質的忘却」に当たる情報や、一般の市民により検索
される機会が限定されている情報に関しては、プライバシーの利益が認められる。近年の
下級審判例においては、情報が自発的に行政機関に提供された場合には、プライバシーの
利益は小さくなるという判断がなされている。 
 開示による公の利益は、一般市民の監視の下で行政機関の活動を明らかにするという、
情報自由法の基本的な目的にかなうものであることが求められる。 
 Exemption 6 への該当性を判断する上では、不開示により保護されるプライバシーの利
益の有無が決定され、さらに、開示によって達成される公の利益の有無が評価される。そ
のうえで、双方の利益を比較し、情報の開示によって個人のプライバシーに対する明白で
不当な侵害が生じるかを検討する。明白で不当な侵害は、情報の開示により直接プライバ
シーが侵害される場合に限らず認められる。 
 一方、Exemption 7(C)への該当性を判断する方法は、プライバシーの利益の有無、公の
利益の有無を判断する点で Exemption 6 と共通する。しかし、プライバシーの侵害の可能
性を判断する上で、個別の事情にかかわらず、プライバシーの利益を最も重く評価し、公
の利益を最も軽く評価するという「定型的な」手段を採るという点で異なる。このような
方法は、1989 年の司法省対記者委員会事件最高裁判決において確立された。また、2004
年の米国立公文書館対ファビッシュ事件最高裁判決は、情報の開示によって促進される公
の利益が重要なものであり、情報を得ること自体の価値を超える具体的な利益であるとい
うことを、請求者自身が証明した場合に限り、定型的な方法でなく、個別の事情を勘案し
て、プライバシーの利益と公の利益の比較が行われると判示した。 
 もっとも、近年の下級審判決では、1989 年、2004 年の最高裁判決の射程を限定するもの
もみられる。2011 年の米国市民自由連合対司法省事件においては、個人の生涯にわたる犯
歴情報でない点や、一般市民による入手可能性が高い点などから、Exemption7 (C)に該当
する情報であっても、プライバシーの利益は小さいとされた。 
 また、「やむにやまれぬ」公の利益がある場合、その公の利益はプライバシーの利益に必
然的に優越するという判断も下級審ではなされている。 
  
次に、日本の情報公開法では、個人に関する情報であり、公にすることによって個人の
権利利益を害するおそれのある情報が、第 5 条一号によって保護されている。具体的には、
個人を識別することができる情報（個人識別情報）と、個人を識別することができないが
個人の権利利益をなお害するおそれのある情報（権利侵害情報）の 2 つに分けられる。い
ずれの情報も、例外的に開示することができる場合が但書きの中で 3 つの類型に分けて定
められている。個人識別情報に関しては、氏名や生年月日など個人を識別することとなる
部分を除いたうえで、公開によって個人の権利利益を害するおそれがないと認められる部
分が開示される。 
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 個人を識別できないとしても、開示によって個人の権利利益が害されるおそれがある場
合は、開示された情報が知人や同僚など、関係者によって特定される手がかりになり、そ
れによって個人にとって知られたくない機微な情報が知られるおそれがある場合であるこ
とが、審査会答申によって確認されている。 
 一方で、近年の答申においては、開示された情報によって当該個人を特定できる者が、
当該個人と非常に近しい関係にある者や、当該個人に関する情報について守秘義務が課さ
れている者に限られる場合には、個人の権利利益は害されないという判断もされている。
また、個人が関わった事実につき、個人を特定できるほどの具体性が捨象されている場合
には、開示した場合に個人の権利利益は害されないという判断もなされている。 
 
4-2 日米のプライバシー保護の比較 
 以下、日米のプライバシー保護の制度と法解釈に関して比較を行う。 
 日本の規定は、基本的に個人識別性を重視する一方で、米国の規定は、プライバシーの
不当な侵害を重視する。この点で、日米の規定は文面上で大きな相違がある。しかしなが
ら、米国の制度では、個人を識別できる情報に原則としてプライバシーの利益を認めてい
る。このことから、個人を識別できる情報を原則として保護するという点では、日米の制
度は共通しているといえる。 
また、日本の制度は個人識別情報を原則として保護する一方で、個人を識別することと
ができないが公開によりなお個人の権利利益を害するおそれのある情報については、部分
開示の対象にならないほか、権利侵害情報として保護される。一方で、米国の制度の下で
も、カッパビアンカ対米国関税局長官事件判決98に見られるように、一般の人が見た場合に
個人を識別することができない情報であっても、本人をよく知る者にとっては識別できる
という場合に、プライバシーの利益が認められる。このことから、保護されるべきプライ
バシーの利益を認める情報を、個人識別性のある情報に限定しないという点でも、日米の
制度は共通する。 
ただ、米国の判例では、行政機関に対して自発的に情報が提供された場合や、個人が情
報を提供する際に、行政機関側が将来公開する可能性があることを個人に対して告知して
いた場合に、プライバシーの利益を低く評価する判断が行われる場合がある99。一方で、日
本ではプライバシーの権利や利益を評価するに当たって、情報提供の経緯までは考慮され
ない。 
そして、日米の制度の最大の相違点は、不開示とすべき情報の解釈の方法にある。日本
の制度では、本人にとって知られたくない機微な情報が具体的かつ詳細に記されており、
関係者の中でも、相当親密な立場にある者や守秘義務のある者を除いた者によって、個人
                                                  
98 Cappabianca v. Commissioner, United States Customs Serv., 847 F. Supp. 1558 
(D.M.D.F,1994).  
99 Lardner v. DOJ, 638 F. Supp. 2d 14 (D.D.C. 2009), Lardner v. DOJ, 398 Fed. Appx. 
609 (D.C.Cir. 2010). 
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を特定されるおそれがあると判断された場合に、不開示となる。一方で、米国の制度では、
情報から個人が特定される可能性があることは不開示の直接の理由とはならず、開示によ
る公の利益を評価したうえで、公の利益がプライバシーの利益より小さいと判断された場
合に、不開示となる。 
日本の制度は、開示の是非を判断するに当たり、専ら対象となる情報の性質に着目する
という点で、米国の制度と大きく異なる。言い換えれば、行政機関の保有するプライバシ
ーに関する情報に対して、本人のプライバシーの権利や利益が実質的に及ぶ度合いが、米
国の制度と比べても相当程度強いということになる。このことは、日本の情報公開法第 5
条が、「個人の権利利益」という表現を用いる一方で、米国の情報自由法に関するガイドラ
インが、「重要なプライバシーの利益（a significant privacy interest）」として、より制限
的な表現にとどめている点からもうかがわれる。 
  
4-3 日米のプライバシー保護の課題 
 次に、日米のプライバシー保護の制度と法解釈の課題を検討する。 
 日本の制度では、機微な情報が記載されていた場合でも、具体性が捨象される場合には
プライバシー侵害の可能性はなくなると解される。しかしながら、どの程度の記載を公開
すれば具体性が捨象されたことになるのかについては、判然とせず、判断する側の主観に
左右される面が大きい。具体性を捨象した結果として、開示した文書がほとんど意味を読
み取れない文書になる可能性は否定できない。 
 また、情報を開示した場合に本人を特定できる者が、本人と非常に近しい人間と、知り
えた情報に関して社会通念上の守秘義務がある者に限られる場合に、プライバシー侵害の
可能性を否定するという基準に関しては、合理的な面はあるにしても、やはり課題はある。
まず、本人と「非常に近しい」人間のみが本人を特定することができるという条件に関し
ては、果たして権利侵害を防ぐ上で有効かという問題がある。本人と「非常に近しい」人
間が開示された情報から本人を特定できる場合、過去には親密であったが、現在は関係が
良好でない者が本人を特定することのできる可能性も十分あるため、権利侵害の可能性は
否定できない。また、「非常に近しい」の解釈に関しても、心理的な問題と解すべきなのか、
あるいは生活実態の問題と解すべきなのかについて判然としない。 
 さらに、社会通念上の守秘義務の有無という条件に関しても、公務員や弁護士、医師と
違って法律上の守秘義務が課されていない者に知られた場合に権利侵害の可能性は高くな
るとも考えられるため、権利侵害の防止という観点からして十分であるかについては疑問
の余地がある。 
 ただ、米国の制度についても、公の利益の評価や比較において、主観的な判断がされる
おそれがあるという課題がある。公の利益については「重要な（substantial）」「やむにや
まれぬ（compelling）」などの評価が判例によってなされているが、その評価の基準は統一
されていない。また、裁判例の中には、公の利益を評価するうえで、メディアでの報道の
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規模を考慮したものがある。しかし、このような判断は、メディアで大々的に報じられて
いない問題に関する開示請求については、公の利益がない、あるいは小さいという意味に
も捉えられ、一般市民による制度活用を阻害するメッセージとなりかねない。このような
ことから、公の利益を評価する際に、メディアによる報道規模を考慮することは、必ずし
も妥当でないと考える。 
 
4-4 日本の解釈への示唆 
 以上を踏まえ、米国の制度上の解釈が、日本の制度上の解釈をより明確にする上で、ど
のような示唆を与えうるかにつき述べる。 
 米国では、情報にプライバシーの利益があることはが不開示の直接の理由にはならず、
公の利益と比較し、プライバシーの侵害の正当・不当を判断した上で開示の是非が決せら
れる。前述したように、米国の解釈では、公の利益の大小に対する評価が主観的になるお
それがあるという課題がある。しかし、米国においては、情報の開示によってプライバシ
ーの侵害可能性が生じたとしても、必ずしも直ちに不開示という判断にはつながらない。
開示の是非を決する過程では、起こりうるプライバシーの侵害が正当なものであるか否か
という判断が介在する。このことから、行政機関側は開示の是非を判断するに当たって、
日本に比べても慎重な判断を迫られることになる。このようなことから、日本の制度運用
において、個人に関する情報として不開示になる情報を、個人の権利利益を「不当に」害
するものに限定するという解釈を採用する意義は大きいと考える。具体的には、法第 5 条
一号後段の「個人の権利利益を害するおそれがある」、第 6 条第 2 項の「個人の権利利益が
害されるおそれがない」という文言の中の「害する」「害される」という表現につき、「不
当に害する」「不当に害される」と限定して解釈するという方法が考えられる。 
一方で、「害する」「害される」という文言に不当性の解釈を含めることが困難である場
合には、国民にとってよりわかりやすい制度運用を目指すべく、法改正によって、個人に
関する情報として不開示になる情報を、個人の権利利益を「不当に」害するものに限定す
るという選択肢もある。具体的には、第 5 条一号後段の「個人の権利利益を害するおそれ
がある」という文言を、「個人の権利利益を不当に害するおそれがある」と改正し、第 6 条
第 2 項の「個人の権利利益が害されるおそれがない」という文言を、「個人の権利利益が不
当に害されるおそれがない」と改正する方法である。 
 ただ、いずれの方法をとるにしても、プライバシー侵害の正当性を判断するうえで、米
国と全く同じ方法を採用することができるとは考えにくい。その理由は、米国の情報公開
で用いられる「公の利益」と完全に一致した概念が、日本の情報公開法には存在しないか
らである。 
 米国の制度上の「公の利益」は、公衆の監視の下に行政の活動を明らかにするという、
情報自由法の基本目的を達成するための利益である。一方で、日本の情報公開法は、「公衆
による監視」を目的に掲げていない。情報公開法要綱案の段階では、「国民による行政の監
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視・参加の充実に資する」ことが目的に掲げられていたが、実際の法律制定においては「国
民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な行政の推進に資する」という表現になっ
た100。情報公開法の目的規定が改正101されない限りは、米国の制度で用いられる「公の利
益」という概念をそのまま用いることは困難であると考えられる。 
 一方で、日本の情報公開法の目的規定は、「政府の有する諸活動を国民に説明する責務が
全うされるようにする」という文言によって、情報公開法が政府の説明責任を達成するた
めの法律であることを明記している。このことから、日本においては、「公の利益」を「行
政行為に関する説明責任の遂行という目的を達成するための利益」として構成することも
可能ではないかと考えられる102。この場合、説明責任の遂行という目的を達成するための
利益に比べ、個人の権利利益が大きい場合に、プライバシーの侵害可能性が認められるこ
とになる。 
 たとえば、非違行為によって懲戒免職の処分を受けた国家公務員に関する情報につき開
示の是非を判断する場合、当該個人の行為が、国家公務員法 82 条に定める「全体の奉仕者
たるにふさわしくない非行」等、懲戒処分をすることのできる要件を満たしているかを知
るために必要である場合は、個人に関する情報であっても開示されるべきことになる。ま
た、懲戒処分は戒告、減給、定職または免職の 4 種類の程度に分かれており、当該個人が
免職となった理由を理解する上で最低限必要な情報に関しても開示されるべきことになる。 
 
法治主義の観点からすれば、行政機関は法律による拘束の下で活動することが求められ
る。そして、行政機関には自らの活動が法律に基づいた活動をしているかにつき説明する
責任が生じる。行政機関はプライバシー保護の要請に応える一方で、行政機関が法律にの
っとって適正な行動をしていたかについて国民が理解し、批判するに足りる開示を行うこ
とが求められる。 
 
  
                                                  
100 「監視・参加」という表現が変更された理由は、このような文言を用いることが従前の
法律用法に照らして必ずしも適切でないという判断が法案作成過程でなされたからとされ
る（宇賀克也『新・情報公開法の逐条解説〔第 6 版〕』34 頁、松井茂記『情報公開法〔第 2
版〕』26 頁）。このような修正に関しては「本条の目的を抽象的なものにし、トーンダウン
させる効果を持ったことは否めない」として批判する意見もある（右崎ほか編『新基本法
コンメンタール 情報公開法・個人情報保護法・公文書管理法』20 頁〔右崎正博〕）。 
101 2013 年に民主党によって提出された情報公開法改正案においては、目的規定について
「国民による行政の監視及び国民の行政への参加」という修正が行われている。同法案は
2014 年 12 月現在継続審議となっている。  
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